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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月

売上高 (百万円) ― 65,240 69,538 70,000 74,588

経常利益 (百万円) ― 14,485 16,536 17,239 18,388

当期純利益 (百万円) ― 6,787 8,607 9,397 10,822

純資産額 (百万円) ― 49,181 55,474 60,232 69,453

総資産額 (百万円) ― 80,705 82,893 89,379 97,218

１株当たり純資産額 (円) ― 525.01 598.19 654.24 765.23

１株当たり当期純利益 (円) ― 72.82 91.99 101.28 118.77

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 72.70 ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 60.9 66.9 67.4 71.4

自己資本利益率 (％) ― 14.8 16.4 16.2 16.7

株価収益率 (倍) ― 25.1 17.7 12.9 11.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― 12,279 13,078 14,740 7,696

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △5,129 △6,589 △9,194 △2,258

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △1,506 △5,526 △4,543 △2,397

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) ― 12,526 13,559 14,307 17,417

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
―

〔―〕

1,207

〔292〕

1,237

〔335〕

1,238 

〔339〕

1,432

〔355〕

(注) １ 第99期から連結財務諸表を作成しています。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 提出会社は、平成12年６月30日付で、１株を２株に株式分割しています。 

  なお、１株当たりの当期純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しています。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第100期連結会計年度から潜在株式がないため

記載していません。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月

売上高 (百万円) 54,627 62,390 66,196 66,307 69,838

経常利益 (百万円) 11,130 14,049 15,913 16,931 17,860

当期純利益 (百万円) 4,477 6,632 8,475 9,249 10,722

資本金 (百万円) 8,414 8,460 8,473 8,473 8,473

発行済株式総数 (株) 48,063,166 95,108,490 95,164,895 95,164,895 95,164,895

純資産額 (百万円) 42,588 49,095 55,148 59,971 69,296

総資産額 (百万円) 67,272 75,830 77,682 84,647 91,611

１株当たり純資産額 (円) 886.09 516.21 585.69 651.41 762.94

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

10.00

(―)

7.00

(―)

9.00

(―)

12.00 

(―)

14.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 93.23 70.09 89.22 99.69 117.59

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 93.09 69.98 ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.3 64.7 71.0 70.8 75.6

自己資本利益率 (％) 11.0 14.5 16.3 16.1 16.6

株価収益率 (倍) 15.2 26.1 18.3 13.2 12.0

配当性向 (％) 10.7 10.0 10.0 11.9 11.9

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
1,018

〔201〕

1,008

〔229〕

1,022

〔228〕

1,012 

〔248〕

1,048

〔207〕

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 第98期の経常利益は、事業税の表示区分の変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、1,193百

万円多く計上されています。 

３ 第99期の発行株式総数の増加は、新株引受権の権利行使による増加(127,419株)、株式分割(１：２)に

よる増加(47,522,905株)および利益による自己株式の買受け・消却による減少(605,000株)の相殺によ

るものです。 

  なお、１株当たりの当期純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しています。 

４ 従業員は、平成13年２月期より就業人員数を表示しており、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員

を外数で記載しています。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第100期事業年度から潜在株式がないため記載

していません。 

６ 第101期の１株当たり配当額12円には、創業155周年記念配当２円を含んでいます。 
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２ 【沿革】 

 

年月 概要 

明治36年12月 売薬製造販売を目的として、久光兄弟合名会社を設立 

昭和19年５月 医薬品製造を目的として、三養基製薬株式会社を設立 

昭和23年２月 鉱山機械その他鍛造品の製作販売を目的として、田代鉱機工業株式会社を設立 

昭和26年２月 

 

久光兄弟合名会社、三養基製薬株式会社、田代鉱機工業株式会社の三社が合併し、商

号を久光兄弟株式会社と変更 

昭和35年11月 台湾に久光製薬股份有限公司(合弁会社)を設立 

昭和37年６月 鳥栖工場M―２棟完成 

昭和37年９月 東京証券取引所市場第二部並びに福岡証券取引所に上場 

昭和39年８月 大阪証券取引所市場第二部上場 

昭和40年４月 商号を久光製薬株式会社に変更 

昭和42年９月 鳥栖工場M―３棟完成 

昭和46年５月 総合研究所を開設 

昭和46年９月 名古屋証券取引所市場第二部上場 

昭和47年７月 東京証券取引所及び大阪、名古屋証券取引所市場第一部に指定替え 

昭和47年７月 大阪支店開設 

昭和48年３月 名古屋営業所開設 

昭和49年６月 鳥栖工場M―５棟完成 

昭和50年４月 インドネシアにP.T.サロンパスインドネシア(合弁会社)を設立 

昭和54年２月 鳥栖工場A―１棟完成 

昭和61年１月 ブラジルにヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル リミターダ(連結子会社)を設立

昭和62年４月 アメリカにヒサミツ アメリカ インコーポレイテッド(連結子会社)を設立 

昭和62年６月 宇都宮工場(栃木県)開設 

昭和63年６月 宇都宮工場第２期工事完成 

平成元年１月 九州支店を福岡市へ移転 

平成２年６月 筑波研究所開設 

平成３年４月 名古屋営業所を名古屋支店に改称 

平成４年６月 台湾に久華有限公司(連結子会社)を設立 

平成４年12月 東京支店 品川区西五反田へ移転、東京本社設置 

平成６年９月 ベトナムに久光ベトナム製薬有限会社(連結子会社)を設立 

平成７年１月 筑波研究所第２研究棟完成 

平成９年10月 筑波研究所第３研究棟取得 

平成10年３月 鳥栖工場M―６棟完成 

平成12年４月 

 

ブラジル(アマゾネス州)にヒサミツ ファルマセウティカ デ マナウス リミター

ダ(連結子会社)を設立 

平成13年４月 つくば市に株式会社ジェノファンクション(連結子会社)を設立 

平成13年９月 

 

ヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル リミターダは、子会社ヒサミツ フ

ァルマセウティカ デ マナウス リミターダを吸収合併 

平成13年12月 東京本社 千代田区丸の内へ移転 

平成14年１月 イギリスにヒサミツ ユーケー リミテッド(連結子会社)を設立 

平成14年５月 鳥栖工場A―１棟、製剤研究所L―２棟再構築 

平成15年３月 台湾に台北支店開設 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社と連結子会社12社、非連結子会社３社及び持分法適用会社２社で構成されて

おり、その主な事業内容と企業集団を構成する各会社の当該事業に係る位置付け並びに事業部門との

関連は次のとおりです。 

［医薬品及び関連製品事業］ 

(国内) ①当社が製造販売しています。 

    ②連結子会社の㈱ジェノファンクションは、遺伝子機能解析に係る受託研究及び新規遺

伝子の網羅的探索に係る受託研究を主な業務としています。 

    ③非連結子会社の㈱国際パップ剤研究所は、医薬品製造会社ですが、現在事業を休止し

ています。 

    ④非連結子会社の㈱アール・アール・エフ研究所は、次世代抗菌剤の創製を目的とした

研究開発を行っていましたが、成果管理会社へ移行しました。 

(海外) ①連結子会社のヒサミツ アメリカ インコーポレイテッドは、当社より製品の供給を

受け、米国で販売を行っています。 

    ②連結子会社の久華有限公司は、当社より製品の供給を受け、台湾で販売を行っていま

す。 

    ③連結子会社のヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル リミターダは、当社よ

り製品並びに原料の一部の供給を受け、ブラジルで製造及び販売を行っています。 

    ④連結子会社の久光ベトナム製薬有限会社は、当社より原料の一部の供給を受け、ベト

ナムで製造及び販売を行っています。 

    ⑤連結子会社のヒサミツ ユーケー リミテッドは、現在開業準備中の会社で、開業後

は当社より製品の供給を受け、イタリアで販売を行う予定です。 

    ⑥連結子会社のP.T.ヒサミツ ファルマ インドネシアは、当社より原料の一部の供給

を受け、インドネシアで製造及び販売を行っています。 

    ⑦持分法適用会社の台湾久光製薬股份有限公司は、当社より製品並びに原料の一部の供

給を受け、台湾で製造及び販売を行っています。 

［有線テレビ放送事業］ 

(国内) ①連結子会社の佐賀シティビジョン㈱は、都市型有線テレビ放送事業、インターネット

の接続サービス業を行っています。 

    ②連結子会社の㈱シーアールシーシーメディアは、都市型有線テレビ放送事業、インタ

ーネットの接続サービス業を行っています。 
 

［その他の事業］ 

(国内) ①連結子会社の㈱タイヨーは、損害保険代理業等のサービス業を営み、一部当社の動産、

不動産の損害保険契約の代行業を行っています。 

    ②連結子会社の九動㈱は、実験動物の飼育、販売並びに実験機器、材料の販売を行って

います。 

    ③連結子会社のタイヨー興産㈱は、当社の広告の取次業を行っています。 

    ④持分法適用関連会社の丸東産業㈱は、包装資材の製造販売並びに包装資材の仕入販売

を行っており、一部当社が供給を受けています。 

    ⑤非連結子会社の㈱タイヨー開発は、不動産の売買、管理会社ですが、現在事業を休止

しています。 
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上述の企業集団の状況を系統図によって示すと次のとおりです。 

 

 

(注) １ P.T.サロンパス インドネシアは、平成15年３月の増資引受により、持分法適用関連会社から連結子会

社になりました。それに伴い、会社名をP.T.ヒサミツ ファルマ インドネシアに変更しています。 

２ 丸東産業㈱は、平成15年５月から、持分法適用関連会社になりました。 

  なお、丸東産業㈱は福岡証券取引所に上場しています。 

３ ㈱アール・アール・エフ研究所は成果管理会社へ移行し、㈱国際パップ剤研究所及び㈱タイヨー開発は、

現在事業を休止しています。 
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４ 【関係会社の状況】 
 

議決権の 

所有(被所有)割合
関係内容 

役員の兼任等名称 住所 

資本金 

又は 

出資金 

主要な 

事業内容 所有割合

(％)

被所有

割合

(％)
当社

役員

(名)

当社

社員

(名)

当社による

資金援助
営業上の取引 その他 

摘要

(連結子会社)   

ヒサミツ アメリカ 

インコーポレイテッド 

米国・カリフ

ォルニア州 

トーランス 

千米ドル 

100 
医薬品及び関

連製品事業
100 ― 1 1  

当社が製品を

供給し米国に

て販売 

  

久華有限公司 
台湾 

台北市 

百万台湾ドル 

20 
医薬品及び関

連製品事業
100 ― ― 3  

当社が製品を

供給し台湾に

て販売 

  

ヒサミツ  

ファルマセウティカ 

ド ブラジル 

リミターダ 

ブラジル 

マナウス 

百万レアル 

14 
医薬品及び関

連製品事業
100 ― ― 3

運転資金等

の貸付 

当社が製品・

原材料の一部

を供給しブラ

ジ ル に て 製

造・販売 

 ※３

久光ベトナム製薬有限

会社 

ベトナム 

ビエンホア 

百万ベトナムドン 

31,293 
医薬品及び関

連製品事業
100 ― ― 3

借入金に対す

る債務保証

当社が製品・

原材料の一部

を供給しベト

ナ ム に て 製

造・販売 

  

佐賀シティビジョン㈱ 
佐賀県 

佐賀市 

百万円 

603 
有線テレビ放

送事業 
69.41 ― 1 2

運転資金等の

貸付及び借入

金に対する債

務保証 

当社が広告の

委託 
  

㈱シーアールシーシー

メディア 

福岡県 

久留米市 

百万円 

1,560 
有線テレビ放

送事業 
63.52 ― 2 3

運転資金等の

貸付及び借入

金に対する債

務保証 

当社が広告の

委託 
 ※３

㈱タイヨー 
佐賀県 

鳥栖市 

百万円 

10 その他の事業 100 ― 1 3  

当社の動産・

不動産の損害

保険契約の代

行 

当社が土地及

び建物を賃貸
 

九動㈱ 
熊本県 

鹿本郡植木町

百万円 

10 その他の事業 100 ― 1 1
借入金に対す

る債務保証

当社に対して

実験動物及び

機器の供給 

当社が土地及

び建物を賃貸
 

タイヨー興産㈱ 
福岡県 

久留米市 

百万円 

10 その他の事業
―

〔70.00〕
1.51 1 2  

当社に対して

広告取次のサ

ービス 

 
※３
※５
※６

ヒサミツ ユーケー 

リミテッド 

イギリス 

ロンドン 

千ポンド 

30 
医薬品及び関

連製品事業
100 ― ― 2  

 
  

㈱ジェノファンクショ

ン 

茨城県 

つくば市 

百万円 

1,200 
医薬品及び関

連製品事業
100 ― ― 7  

 当社が建物を

賃貸 
※３

P.T.ヒサミツ 

ファルマ 

インドネシア 

インドネシア

ジャカルタ 

百万ルピア 

622 
医薬品及び関

連製品事業
75 ― ― 3  

当社が原材料

の一部を供給

しインドネシ

アにて製造・

販売 

  

(持分法適用関連会社)        

台湾久光製薬股份有限

公司 

台湾 

板橋市 

百万台湾ドル 

15 
医薬品及び関

連製品事業
50 ― 3 2  

当社が製品・

原材料の一部

を供給し台湾

にて製造・販

売 

  

丸東産業㈱ 
福岡県 

小郡市 

百万円 

1,339 その他の事業 30.18 0.23 1 2
運転資金等

の貸付 

当社の原材料

の一部を供給 
 ※４

(注) １ 主要な事業内容欄には、事業部門の名称を記載しています。 

２ 連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある会社はありません。 

※３ 特定子会社です。 

※４ 有価証券報告書の提出会社です。 

※５ 議決権の所有割合欄の〔 〕書は、緊密な者の所有割合で外数となっています。 

※６ 持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものです。 

７ 上記連結子会社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が、それぞ

れ100分の10以下のため、主要な損益情報等の記載を行っていません。 
 



ファイル名:010_0707300101605.doc 更新日時:2004/05/28 18:55 印刷日時:04/05/28 19:32 

― 8 ― 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成16年２月29日現在 

事業部門の名称 従業員数(人) 

医薬品及び関連製品事業 1,355〔294〕

有線テレビ放送事業 41 〔10〕

その他の事業 36 〔51〕

合計 1,432〔355〕

(注) １ 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載してい

ます。 

２ 従業員数が当連結会計年度に医薬品及び関連製品事業において201名増加していますが、主としてP.T.

ヒサミツ ファルマ インドネシアを平成15年３月増資引受により持分法適用関連会社から、連結子会

社にしたためです。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成16年２月29日現在 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,048〔207〕 35.7 12.2 5,820,787

(注) １ 従業員数は就業人員であり、出向者32名を含んでいません。又、臨時従業員数には嘱託及びパートタイ

マーの従業員を含み、〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

 

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は久光製薬株式会社従業員組合と称し、876人をもって組織され、上部団体に

は加入していません。 

昭和26年１月５日組合結成以来、労使間はきわめて安定し、円満に推移してます。 

なお、子会社及び関連会社については、労働組合はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期のわが国経済は、設備投資に一部回復の兆しがみられるものの、構造的なデフレ状態に伴う

雇用環境の悪化や個人消費の低迷等により、依然として厳しい状況で推移しました。 

このような営業活動の結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は745億８千８百万円(前期

比6.6％増 45億８千８百万円増)となりました。利益面については、経常利益は183億８千８百万円

(前年同期比6.7％増 11億４千８百万円増)、当期純利益は108億２千２百万円(前年同期比15.2％増 

14億２千４百万円増)となりました。 

(医薬品及び関連製品事業) 

当期の医薬品および関連製品事業、とりわけ医療用医薬品事業は、医療費の受診者負担引上げな

どの医療制度改革を受けて、先行き極めて不透明な事業環境下で推移しました。このような状況の

中で、当社は外用鎮痛消炎剤を中心として、医療機関への適正かつ、きめ細やかな学術情報活動、

すなわち有効性・安全性に関する情報の提供・収集活動を展開するとともに、重点商品のケトプロ

フェン含有経皮吸収パッチ剤「モーラステープ」、２倍サイズの同パッチ剤「モーラステープL」お

よび経皮吸収パップ剤「モーラス」のシェア拡大に努めました。平成15年７月には、フェルビナク

含有経皮吸収パッチ剤「フレックス」を新発売しました。 

次に、一般用医薬品については、国内市場での激しい販売競争が続く中で、重点商品サロンパス

群の優れた「密着浸透力」を強調しつつ、需要層の拡大および深耕による売上の伸長に努めました。 

また、お客様の多種多様なニーズにお応えするため、当期においても積極的に新商品を発売しま

した。すなわち、外用鎮痛消炎剤として、パップ剤「サロンシップ インドメタシンEX」、パッチ

剤「フェイタス」、スティック剤「サロンパス スティック」、エアゾール剤「エアーサロンパス 

インドメタシン1.0％」、にきび治療薬「フレッシング アクネクリーム」、にきび予防の「フレッ

シング アクネソープ」、「フレッシング アクネフォーム」、小児用点眼剤「こどもロビンアイA 

しんかんせん」、小児用乗物酔い止め薬「こどもクールスカイ しんかんせん」、健康補助食品

「HISAMITSU MSM」、スキンケア商品「ライフセラ クールマスク」、冷却シート「デコデコクール

熱とりゼリー」、一般用医薬品初の塩酸ブテナフィン含有水虫治療薬「ブテナロック」の関連商品

として、「ブテナロック足洗いソープ」、「ブテナロック足指ミスト」および「ブテナロック足ふ

きシート」を上市し、新しい需要層の開拓に努めました。 

研究開発については、TTS(経皮吸収治療システム)研究に特化し、新しい局所性および全身性の経

皮吸収製剤の開発に注力しました。 

生産面については、効率化と品質の向上を図るため、生産設備の更新・改良を進める一方で、地

球環境保全のため「ISO 14001」の維持・継続に取り組みました。 

上記の結果、「医薬品及び関連製品事業」の売上高は720億２千３百万円(前年同期比6.6％増 44

億８千８百万円増)となりました。 

(有線テレビ放送事業及びその他の事業) 

当社グループの事業の一つである有線テレビ放送事業(放送エリア：福岡県久留米市、大川市、柳

川市及び佐賀県佐賀市、鳥栖市、小城郡)及び実験動物の生産・販売を含むその他の事業においては、

販路の拡張とお客様へのサービスの充実を図る一方、経営の合理化を推進し、業績の向上に努めま

した。 

上記の結果、「有線テレビ放送事業及びその他の事業」の売上高は25億６千４百万円(前年同期比

4.1％増９千９百万円増)となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下資金という)は、前連結会計年度末に比べ

て31億９百万円増加し、174億１千７百万円となりました。 

  営業活動から得た資金は、76億９千６百万円となり、前期に比べて70億４千４百万円減少しま

した。これは主に、「売上債権の増加額」および「法人税等の支払額」の増加などによるもので

す。 

  投資活動に使用した資金は22億５千８百万円となり、前期に比べて69億３千５百万円減少しま

した。これは主に、「有形固定資産の取得による支出」および「投資有価証券の取得による支

出」の減少ならびに、「投資有価証券の償還による収入」の増加などによるものです。 

  財務活動に使用した資金は23億９千７百万円となり、前期に比べて21億４千６百万円減少しま

した。これは主に、「自己株式の取得による支出」および「長期借入金の返済による支出」の減

少などによるものです。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

 

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品及び関連製品事業 66,340 △0.4

外用鎮痛消炎剤 61,697 △0.2

その他の外皮用薬 3,042 +64.9

医薬用具 ― ―

その他 1,600 △45.7

有線テレビ放送事業 ― ―

その他の事業 157 +37.6

合計 66,497 △0.4

(注) １ 金額は販売価格により算定したものです。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

３ 上記金額の算定からは生産を行っていない有線テレビ放送事業２社(佐賀シティビジョン㈱、㈱シーア

ールシーシーメディア)及びその他の事業に属する㈱タイヨー、タイヨー興産㈱及び㈱ジェノファンク

ションを除外しています。 

 

(2) 受注状況 

当社グループは受注生産は行わず、すべて一般市場の動向等を勘案し、見込生産を行っています。 
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(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。 

 

事業部門の名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品及び関連製品事業 72,023 +6.6

外用鎮痛消炎剤 64,771 +5.4

その他の外皮用薬 2,827 +123.6

医薬用具 472 △5.8

その他 3,951 △9.1

有線テレビ放送事業 1,639 +9.7

その他の事業 925 △4.7

合計 74,588 +6.6

(注) １ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

相手先 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱クラヤ三星堂 10,197 14.6 12,490 16.7

 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 
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３ 【対処すべき課題】 

(医薬品及び関連製品事業) 

医療用医薬品については、本年４月から薬価基準の引き下げ(業界平均4.2％の引き下げ)および診

療報酬の改定が実施されることになりました。このような厳しい経営環境のもと、当社は、医療機

関への学術情報活動を一段と強化するとともに、医療機関・患者のニーズに合致した新しい局所性

および全身性の経皮吸収製剤の創製を目指します。 

一般用医薬品については、市場の低迷が長期化し、企業間競争が激化する中で、当社は、重点商

品の外用鎮痛消炎剤の売上伸長を図るとともに、お客様のニーズにお応えできるよう既存商品の不

断の改良および新商品の開発を推進します。 

海外の事業展開については、商標、意匠、製造技術および品質管理システムを含めた当社ブラン

ドの確立を図るとともに、海外製造工場の一層の充実と海外における臨床試験の促進を図ります。 

(有線テレビ放送事業及びその他の事業) 

有線テレビ放送事業および実験動物の生産・販売を含むその他の事業に関して、当社グループは、

事業の拡大とお客様へのきめ細かいサービスの提供を図る一方で、経営の合理化と体質の強化を進

め、さらなる業績の向上に努めます。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

５ 【研究開発活動】 

  〔医薬品及び関連製品事業〕 

  当社グループは、医薬品及びその関連商品を中心に、TTS(経皮治療システム)に集中して研究開発

を行っています。TTS製剤の製剤研究に関しては、創剤開発センター(製剤研究所、TTS研究所、カリ

フォルニア研究所、分析センター)で製剤設計からスケールアップまでを連携を持って行っており、

特に、TTS製剤で求められる皮膚安全性・使用感・コンプライアンスなどにも留意した製品開発を行

っています。製剤の経皮吸収性・有効性・安全性に関しては、評価センター(基礎研究所、開発部、

海外開発部)にて国内外での開発を連携しながら推進しています。 

  医療用医薬品分野においては、モーラステープの皮膚安全性改善品及び抗真菌剤のボレースプレー

が承認になり、海外では、HKT－500(モーラステープ)がイタリアで調査会審議直前です。 

  一般用医薬品では、フェルビナクを消炎鎮痛剤として配合したテープ剤「フェイタス」及びスティ

ック剤「サロンパススティック」を、インドメタシンを消炎鎮痛剤として1.0％配合したスプレー剤

「エアーサロンパスインドメタシン1.0％」及び0.5％配合したシップ剤「サロンシップインドメタシ

ンEX」を新発売しました。また、にきび治療薬として、イブプロフェンピコノールを配合した「フレ

ッシングアクネクリーム」を発売しました。医薬部外品・化粧品分野におきましては、スキンケア化

粧品「ライフセラ®」シリーズにおいて、うるおいと美白成分配合の「ライフセラ® 美容液マスク 

ホワイトニング」、爽快成分配合の「ライフセラ® クールマスク」を新発売しました。 

  連結子会社として遺伝子関連業務を担う株式会社ジェノファンクションは、siRNA技術を用いた疾

患関連遺伝子の探索および機能解析に係る受託業務を行っています。 

  〔有線テレビ放送事業〕及び〔その他の事業〕 

  その他の事業において、一部研究開発行っていますが、少額であり特に記載すべき事項はありませ

ん。 

  上記の結果、当連結会計年度の研究開発費の総額は、7,445百万円になりました。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は3,077百万円で主に生産設備の増強によるものです。 

医薬品及び関連製品事業におけるものは鳥栖工場生産設備及び宇都宮工場生産設備の増強です。 

在外においては久光ベトナム工場生産設備の増設、P.T.ヒサミツ ファルマ インドネシア工場生

産設備の増設です。 

これらの設備投資額は2,545百万円です。 

有線テレビ放送事業における主な設備投資は配信先へのケーブル配線等の拡充増強です。 

これらの設備投資額は328百万円です。 

なお、当連結会計年度における生産能力に影響を及ぼすような設備の売却撤去はありません。 
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２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりです。 

(1) 提出会社 
平成16年２月29日現在 

帳簿価額(百万円) 
事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 
建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

従業 
員数 
(名) 

鳥栖工場 
(鳥栖市) 

医薬品及び関
連製品事業 

医薬品の製造 3,448 2,604
3,183

(77,099)
117 9,353 

210
〔74〕

九州本社 
(鳥栖市) 

医薬品及び関
連製品事業 

総合統括業務 1,294 121
鳥栖工場に
含む 

2,616 4,032 
38

〔48〕

製剤研究所 
(鳥栖市) 

医薬品及び関
連製品事業 

研究業務 1,673 552
鳥栖工場に
含む 

311 2,537 
75

〔8〕

宇都宮工場 
(宇都宮市) 

医薬品及び関
連製品事業 

医薬品の製造 930 1,209
1,011

(33,000)
42 3,193 

82
〔12〕

筑波研究所 
(つくば市) 

医薬品及び関
連製品事業 

研究業務 2,129 46
799

(16,856)
363 3,338 

61
〔18〕

東京本社 
(東京都千代田区) 

医薬品及び関
連製品事業 

総括及び販売
業務 

46 2 ― 106 155 
138
〔2〕

東京支店 
(東京都渋谷区他) 

医薬品及び関
連製品事業 

販売業務 11 ―
106
(986)

1 119 
185

〔22〕

名古屋支店 
(名古屋市千種区他) 

医薬品及び関
連製品事業 

販売業務 91 ―
317

(1,481)
5 414 

68
〔5〕

大阪支店 
(大阪市中央区他) 

医薬品及び関
連製品事業 

販売業務 56 0
1,268
(1,117)

3 1,328 
121

〔11〕

福岡支店 
(福岡市博多区他) 

医薬品及び関
連製品事業 

販売業務 50 ―
256

(1,820)
1 308 

70
〔7〕

(注) １ 上記金額には消費税等は含んでいません。 

２ 帳簿価額のその他は、工具・器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間平均人員を外数で記載しています。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりです。 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 賃借面積 賃借期間 
年間賃借料 
(百万円) 

東京本社 
(東京都千代田
区) 

医薬品及び 
関連製品事業 

事務所用建
物等 

3,322㎡ ５年間 416 

 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円) 

リース 
契約残高 
(百万円) 

九州本社 
(鳥栖市) 

医薬品及び 
関連製品事業 

電子計算機 13台 ４～５年 60 98

宇都宮工場 
(宇都宮市) 

医薬品及び 
関連製品事業 

工場FAシス
テム 

４台 ４～５年 109 154

鳥栖工場 
(鳥栖市) 

医薬品及び 
関連製品事業 

製造設備等 ３台 ４～５年 6 19

筑波研究所 
(つくば市) 

医薬品及び 
関連製品事業 

研究機器等 10台 ３～４年 25 7

５ 支店には営業所等の設備及び従業員を含んでいます。 
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(2) 国内子会社 

平成16年２月29日現在 

帳簿価額(百万円) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門の
名称 

設備の内容
建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

従業員数
(名) 

九動㈱ 

本社・ 
今藤事業所 
(熊本県・ 
植木町) 

その他の 
事業 

実験動物 
飼育施設 

74 4 ― 19 97 
32

〔48〕

㈱タイヨー 
本社 
(鳥栖市) 

その他の 
事業 

不動産賃 
貸他 

33 0
348

(2,083)
0 381 

3
〔2〕

タイヨー 
興産㈱ 

本社 
(久留米市) 

その他の 
事業 

広告代理業 537 ―
21

(5,422)
151 710 

1
〔1〕

佐賀シティー 
ビジョン㈱ 

本社 
(佐賀市) 

有線テレビ 
放送事業 

有線テレビ
放送設備 

1,187 57 ― 188 1,433 
16

〔7〕

㈱シーアール 
シーシーメデ 
ィア 

本社 
(久留米市) 

有線テレビ 
放送事業 

有線テレビ
放送設備 

1,101 392 ― 25 1,519 
25

〔3〕

㈱ジェノファ
ンクション 

本社 
(つくば市) 

医薬品及び 
関連製品 
事業 

遺伝子解析
設備 

2 15 ― 0 19 
8

〔5〕

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

２ その他は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間平均人員を外数で記載しています。 

 

(3) 在外子会社 

平成16年２月29日現在 

帳簿価額(百万円) 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 

設備の内容
建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

従業員数
(名) 

ヒサミツ・アメ 
リカインコーポ 
レイテッド 

本社 
(米国・カル 
フォルニア州)

医薬品及び 
関連製品事業 

販売業務 ― ― ― 1 1 
5

〔3〕

久光ベトナム 
製薬有限会社 

本社・ベトナ
ム工場 
(ベトナム・ 
ビエンホア) 

医薬品及び 
関連製品事業 

医薬品の 
製造 

203 148 ― 0 352 
98

〔40〕

ヒサミツ・ファ 
ルマセウティカ 
ド ブラジル 
リミターダ 

本社・マナウ
ス工場 
(ブラジル・ 
マナウス) 

医薬品及び 
関連製品事業 

医薬品の 
製造 

155 190
45

(22,720)
9 401 

38
〔3〕

久華有限公司 
本社 
(中華民国・ 
台北市) 

医薬品及び 
関連製品事業 

販売業務 ― ― ― 0 0 
1

〔0〕

P.T.ヒサミツ 
ファルマ 
インドネシア 

本社・インド
ネシア工場 
(インドネシア
・ジャカルタ 
市) 

医薬品及び 
関連製品事業 

医薬品の 
製造 

19 22
0

(11,200)
3 45 

157
〔36〕

(注) １ 帳簿価額のその他は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでいません。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間平均人員を外数で記載しています。 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

１ 提出会社の新設計画 

 

投資予定金額 
着手及び 

完了予定年月 事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称
設備の 
内容 総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

資金調達
方法 

着手 完了 

完成後の
増加能力

鳥栖工場 
(鳥栖市) 

医薬品及び 
関連製品事業

製造設備 1,261 630 自己資本 平成15年９月 平成17年２月 ― 

カリフォル 
ニア研究所 
(米国カリ 
フォルニア 
州) 

医薬品及び 
関連製品事業

研究機器 347 0 自己資本 平成16年３月 平成16年８月 ― 

 

２ 在外子会社の新設計画 

 

投資予定金額 
着手及び 

完了予定年月 
会社名 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の
名称 

設備の
内容 総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

資金調達
方法 

着手 完了 

完成後の
増加能力

P.T.ヒサミツ 
ファルマ 
インドネシア 

インドネシ
ア工場 
(ジャカル
タ市) 

医薬品 
及び 
関連製品
事業 

医薬品の
製造 

400 163 自己資金
平成15年 
６月 

平成16年 
５月 

― 

 

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除去予定はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 380,000,000

計 380,000,000

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めています。 

 

② 【発行済株式】 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成16年２月29日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成16年５月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 95,164,895 95,164,895

東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所
(市場第一部) 
福岡証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 95,164,895 95,164,895 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成11年３月１日 
～ 

平成12年２月29日 
(注)１ 177,509 48,063,166 85 8,414 96 8,174

平成12年３月１日 
～ 

平成12年６月30日 
(注)１ 64,739 48,127,905 31 8,445 35 8,209

平成12年３月１日 
～ 

平成12年５月29日 
(注)２ △605,000 47,522,905 ― 8,445 ― 8,209

平成12年６月30日 (注)３ 47,522,905 95,045,810 ― 8,445 ― 8,209

平成12年７月１日 
～ 

平成13年２月28日 
(注)１ 62,680 95,108,490 14 8,460 17 8,226

平成13年３月１日 
～ 

平成14年２月28日 
(注)１ 56,405 95,164,895 13 8,473 15 8,241

平成14年７月５日 (注)４ ― 95,164,895 ― 8,473 △6,123 2,118

(注) １ 新株引受権付社債の権利行使による増加 

２ 利益による自己株式の取得・消却 

３ 株式分割(１：２)による増加 

４ 資本準備金の減額は商法289条第２項の規定に基づく減少(債権者保護手続は平成14年７月５日に完了) 

 

(4) 【所有者別状況】 

平成16年２月29日現在 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

外国 
法人等

外国法人
等のうち
個人 

個人 
その他 

計 

単元未満
株式の状況

(株) 

株主数 
(人) 

1 66 23 148 86 1 3,164 3,488 ―

所有株式数 
(単元) 

20 57,413 1,086 11,843 5,051 1 19,076 94,489 675,895

所有株式数 
の割合(％) 

0.02 60.76 1.15 12.53 5.35 0.00 20.19 100.00 ―

(注) １ 自己株式4,390,426株は「個人その他」の欄に4,390単元「単元未満株式の状況」に426株含めて記載し

ています。なお、自己株式4,390,426株は株主名簿記載上の株式数であり、平成16年２月29日現在の実

質保有株式数は、4,389,426株です。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18単元含まれています。 
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(5) 【大株主の状況】 

平成16年２月29日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 7,196 7.56

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 6,548 6.88

日本生命保険(相) 東京都千代田区有楽町１丁目２―２ 6,166 6.48

日本マスタートラスト信託銀行
㈱ 
(退職給付信託UFJ銀行口) 

東京都港区浜松町２丁目11―３ 4,387 4.61

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱ 
(りそな信託銀行再信託分・西
日本銀行退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 4,370 4.59

㈱佐賀銀行 佐賀市唐人２丁目７―20 4,356 4.58

㈱福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13―１ 4,201 4.42

UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４―３ 2,452 2.58

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３丁目７―３ 2,101 2.21

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱ 
(住友信託銀行再信託分・三井
住友銀行退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,064 2.17

㈱福岡シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１―１ 2,000 2.10

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱ 
(りそな信託銀行再信託分・り
そな銀行退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,000 2.10

計 ― 47,843 50.27

(注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりです。 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 15,630千株 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 10,935千株 

２ 上記のほか当社所有の自己株式は、4,389千株(4.61％)です。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年２月29日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

4,389,000
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

90,100,000
90,100 同上 

単元未満株式 
普通株式 

675,895
― 同上 

発行済株式総数 95,164,895 ― ― 

総株主の議決権 ― 90,100 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、18,000株(議決権18

個)含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式426株が含まれています。 

 

② 【自己株式等】 

平成16年２月29日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
久光製薬株式会社 

佐賀県鳥栖市 
田代大官町408番地 

4,389,000 ― 4,389,000 4.61

計 ― 4,389,000 ― 4,389,000 4.61

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が、1,000株(議決権１個)ありま

す。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めています。 

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 
 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 
平成16年５月26日現在 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

定時株主総会での決議状況 
(平成15年５月22日決議) 

12,000,000 24,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存授権株式等の総数及び価額の総額 12,000,000 24,000,000,000 

未行使割合(％) 100.0 100.0 

(注) １ 上記授権株式数の前定時株主総会の終結した日現在の発行済株式総数に対する割合は12.6％です。 

２ 未行使割合が５割以上である理由 

  資本政策に機動的に対応しうる手段として、前定時株主総会において自己株式の取得枠を設定いたしま

したが、危急を要する特段の事由も発生せず、慎重に資金繰りと株価の推移を見極めた結果、未行使割

合が５割以上となりました。 

 

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

 

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

 

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

 

ホ 【自己株式の保有状況】 
平成16年５月26日現在 

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 4,389,000 
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② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 
平成16年５月26日現在 

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

(注) 平成16年５月26日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、商法第211条ノ３第１項第

２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買い受けることができる。」旨を定款に定めてい

ます。 
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(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の

状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 
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３ 【配当政策】 

株主の皆様への利益配分については、当社は、安定的な配当の継続を基本と考えています。さらに、

業績等を勘案して特別配当または記念配当を上乗せし、株主の皆様への利益還元を図っています。 

このほか、自己株式の買受け・消却ならびに株式分割等も、株主の皆様への有効な利益還元策と位

置づけ、これらを実施しています。 

内部留保資金については、国内外における研究開発の促進、生産設備の拡充および海外事業展開等

に、重点的に投資しています。 

当期の利益配分については、株主の皆様のご支援にお応えして、普通配当12円に、「サロンパス発

売70周年」を記念して２円の記念配当を上乗せして、１株につき14円(前期に比べ２円増配)といたし

ました。この結果、当期の配当性向は11.9％、株主資本当期純利益率は16.6％、株主資本配当率は

1.8％となりました。 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 

最高(円) 1,920 
3,340

□2,190
2,250 1,850 1,482

最低(円) 1,080 
1,279

□1,580
1,389 1,292 1,239

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

２ □印は、株式分割権利落後の株価です。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成15年 
９月 

10月 11月 12月 
平成16年 
１月 

２月 

最高(円) 1,425 1,482 1,304 1,299 1,409 1,439

最低(円) 1,281 1,253 1,243 1,239 1,270 1,360

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 
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５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和41年２月 久光製薬株式会社入社 

昭和48年３月 医専部長 

昭和50年４月 取締役就任 

昭和54年５月 常務取締役就任 

昭和56年５月 代表取締役社長就任(現) 

平成７年３月 ㈱ディナベック研究所代表取締役

社長 

平成10年２月 ㈱アール・アール・エフ研究所代

表取締役社長 

取締役社長 
 

代表取締役 
 中 冨 博 隆 昭和12年２月６日生

平成11年６月 久光アメリカ㈱代表取締役社長 

664

昭和35年12月 久光兄弟株式会社入社 

昭和60年２月 生産本部副本部長兼生産部長 

昭和62年５月 取締役就任 

平成９年５月 管理本部長 

平成11年６月 常務取締役就任(現)、生産・管理

管掌 

常務取締役 
BU・企業戦略 

管掌 
馬 場 忠 彦 昭和13年３月５日生

平成16年４月 BU・企業戦略管掌(現) 

62

昭和41年４月 久光製薬株式会社入社 

昭和62年４月 営業本部長 

昭和62年５月 取締役就任 

昭和62年６月 営業統括本部長 

平成３年５月 常務取締役就任(現) 

平成13年１月 営業統括 

平成15年５月 丸東産業㈱代表取締役副社長 

常務取締役  末 安 健 作 昭和17年４月６日生

平成16年５月 丸東産業㈱代表取締役社長(現) 

42

昭和41年４月 久光製薬株式会社入社 

平成３年２月 情報システム本部長兼東京支店長 

平成３年５月 取締役就任 

平成９年５月 常務取締役就任(現) 

平成11年７月 渉外・人事管掌兼業務本部長(現) 

常務取締役 
渉外・人事管掌
兼業務本部長 

吉 田   司 昭和17年８月30日生

平成15年６月 ㈱アール・アール・エフ研究所代

表取締役社長(現) 

34

昭和45年４月 久光製薬株式会社入社 

平成３年２月 開発本部長兼企業部長 

平成３年５月 取締役就任(現) 

平成９年４月 財務部長 

平成11年６月 管理本部長 

取締役 BU本部長 中 田   實 昭和20年８月29日生

平成16年４月 BU本部長(現) 

44

昭和44年３月 久光製薬株式会社入社 

平成９年２月 原価管理センター長兼開発購買部

長 

平成９年５月 取締役就任(現) 

平成12年２月 生産本部長兼鳥栖工場長 

取締役 生産担当 上 田 正 弘 昭和21年７月24日生

平成15年８月 生産担当(現) 

28

昭和38年４月 凸版印刷株式会社入社 

昭和63年９月 ㈱ケーブルテレビジョン久留米入

社 

平成２年４月 ㈱シーアールシーシーメディア代

表取締役社長(現) 

取締役  中 冨 舒 行 昭和15年９月７日生

平成11年５月 取締役就任(現) 

485

昭和52年４月 久光製薬株式会社入社 

平成９年12月 企業部長兼人材開発部長 

平成11年５月 取締役就任(現) 

平成12年２月 人事部部長 
取締役  杉 山 耕 介 昭和27年４月28日生

平成14年９月 久光アメリカ㈱代表取締役社長

(現) 

12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和40年４月 久光製薬株式会社入社 

平成４年12月 研究所長 

平成９年５月 九動株式会社代表取締役 

平成13年４月 製剤開発センター長 

平成13年５月 取締役就任(現) 

平成14年４月 研究開発担当 

取締役 
研究開発 
本部長 

山 川 秀 機 昭和18年６月９日生

平成15年４月 研究開発本部長(現) 

6

昭和32年４月 久光兄弟株式会社入社 

昭和62年２月 総務本部経理部長 

昭和62年５月 取締役就任 

平成元年２月 管理本部長兼財務部長 

監査役 
常勤 

 梁 井 弘 清 昭和９年12月１日生

平成９年５月 監査役就任(現) 

76

昭和42年４月 久光製薬株式会社入社 

平成10年２月 原価管理センター開発購買部長 
監査役 
常勤 

 中 川   晃 昭和15年８月23日生

平成11年５月 監査役就任(現) 

3

昭和59年４月 慶應義塾大学大学院経営管理研究

科教授(現) 

平成９年６月 慶應義塾大学大学院経営管理研究

科委員長 

平成９年10月 慶應義塾大学ビジネススクール校

長 

監査役  小 野 桂之介 昭和15年10月30日生

平成13年５月 監査役就任(現) 

2

昭和61年６月 ㈱三菱銀行代表取締役専務 

平成５年６月 ㈱ニコン代表取締役副会長 

平成13年10月 学校法人慶應義塾財務顧問(現) 
監査役  市 川 伊三夫 昭和３年１月10日生

平成16年５月 監査役就任(現) 

―

計 1,461

(注) １ 略歴のうち、久光兄弟株式会社は現在の久光製薬株式会社の商号変更前の商号です。 

２ 略歴のうち、㈱ケーブルテレビジョン久留米は現在の㈱シーアールシーシーメディアの商号変更前の商 

  号です。 

３ 取締役社長中冨博隆と取締役中冨舒行は、兄弟です。 

４ 監査役小野桂之介及び市川伊三夫は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項 

  に定める社外監査役です。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

  なお、前連結会計年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度(平成15年３月１日から平成16年２月29日まで)は、改正後の連結財

務諸表規則に基づいて作成しています。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

  なお、第101期事業年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規

則に基づき、第102期事業年度(平成15年３月１日から平成16年２月29日まで)は、改正後の財務諸表

等規則に基づいて作成しています。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成14年３月１日から平成15年

２月28日まで)及び第101期事業年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日まで)の連結財務諸表及

び財務諸表については、朝日監査法人の監査を受け、当連結会計年度(平成15年３月１日から平成16年

２月29日まで)及び第102期事業年度(平成15年３月１日から平成16年２月29日まで)の連結財務諸表及

び財務諸表については、あずさ監査法人の監査を受けています。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている朝日監査法人は、平成16年１月１月に名称を変更し、

あずさ監査法人となりました。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 

(平成15年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  14,340  17,379

２ 受取手形及び売掛金 ※５ 17,502  22,468

３ 有価証券  2,048  501

４ たな卸資産  5,195  5,191

５ 繰延税金資産  725  658

６ その他  1,728  1,906

  貸倒引当金  △127  △156

流動資産合計  41,413 46.3  47,949 49.3

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物及び構築物 ※2,4 25,829 26,886 

減価償却累計額  △12,131 13,698 △13,105 13,780

(2) 機械装置及び運搬具 ※２ 18,706 19,732 

減価償却累計額  △13,249 5,456 △14,343 5,388

(3) 工具・器具及び備品 ※２ 10,167 10,441 

減価償却累計額  △6,037 4,129 △6,262 4,179

(4) 土地 ※６ 11,366  11,370

(5) 建設仮勘定  2,512  1,900

有形固定資産合計  37,164 (41.6)  36,620 (37.7)

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア  458  337

(2) その他  9  12

無形固定資産合計  468 (0.5)  349 (0.4)

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※1,2 6,012  7,642

(2) 繰延税金資産  2,597  1,919

(3) その他  2,240  3,165

貸倒引当金  △517  △428

投資その他の資産合計  10,333 (11.6)  12,299 (12.6)

 固定資産合計  47,966 53.7  49,269 50.7

資産合計  89,379 100.0  97,218 100.0
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前連結会計年度 

(平成15年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金 ※５ 7,706  7,909

２ 短期借入金 ※２ 689  1,389

３ 未払金  6,002  5,565

４ 未払法人税等  5,675  3,228

５ 返品調整引当金  198  275

６ 賞与引当金  499  515

７ その他  823  988

流動負債合計  21,595 (24.2)  19,871 (20.4)

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※２ 1,612  1,505

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

※６ 1,954  1,893

３ 退職給付引当金  2,583  2,709

４ 役員退職給与引当金  866  947

５ 連結調整勘定  ―  95

６ その他  58  74

固定負債合計  7,075 (7.9)  7,224 (7.5)

負債合計  28,670 32.1  27,096 27.9

(少数株主持分)   

少数株主持分  476 0.5  668 0.7

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※７ 8,473 (9.5)  8,473 (8.7)

Ⅱ 資本剰余金  8,241 (9.2)  8,241 (8.5)

Ⅲ 利益剰余金  47,470 (53.1)  57,132 (58.7)

Ⅳ 土地再評価差額金 ※６ 2,728 (3.0)  2,790 (2.9)

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △389 (△0.4)  1,084 (1.1)

Ⅵ 為替換算調整勘定  △756 (△0.8)  △1,037 (△1.1)

Ⅶ 自己株式 ※８ △5,537 (△6.2)  △7,232 (△7.4)

資本合計  60,232 67.4  69,453 71.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 89,379 100.0  97,218 100.0
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  70,000 100.0  74,588 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2,3 21,174 30.2  23,210 31.1

売上総利益  48,825 69.8  51,378 68.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 31,769 45.4  33,388 44.8

営業利益  17,055 24.4  17,989 24.1

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  124 44 

２ 受取配当金  59 97 

３ 連結調整勘定償却額  ― 24 

４ 持分法による投資利益  72 60 

５ その他  369 625 0.9 330 557 0.7

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  183 28 

２ 為替差損  166 63 

３ その他  91 441 0.7 67 159 0.1

経常利益  17,239 24.6  18,388 24.7

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 ※４ 0 10 

２ 国庫補助金  444 220 

３ 貸倒引当金戻入益  ― 444 0.6 94 325 0.4

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産処分損 ※５ 43 73 

２ 固定資産圧縮損 ※６ 444 220 

３ 投資有価証券評価損  560 523 

４ 貸倒引当金繰入額  41 2 

５ 会員権評価損  ― 20 

６ その他  0 1,090 1.5 ― 840 1.1

税金等調整前当期純利益  16,594 23.7  17,873 24.0

法人税、住民税及び 
事業税 

 7,739 7,167 

法人税等調整額  △664 7,075 10.1 △261 6,906 9.3

少数株主利益(減算)  120 0.2  144 0.2

当期純利益  9,397 13.4  10,822 14.5
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  8,241  8,241

Ⅱ 資本剰余金増加高  ―  ―

Ⅲ 資本剰余金減少高  ―  ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高  8,241  8,241

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  38,976  47,470

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 当期純利益  9,397 9,397 10,822 10,822

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 配当金  847 1,104 

２ 役員賞与  56 56 

  (うち監査役賞与)  (5) 903 (5) 1,160

Ⅳ 利益剰余金期末残高  47,470  57,132
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  16,594 17,873 

２ 減価償却費  3,127 3,564 

３ 連結調整勘定償却額  ― △24 

４ 退職給付引当金の増加額(△は減少額)  △127 123 

５ 役員退職給与引当金の増加額  61 81 

６ 賞与引当金の増加額  17 16 

７ 貸倒引当金の増加額(△は減少額)  410 △59 

８ 返品調整引当金の増加額  1 77 

９ 受取利息及び受取配当金  △183 △142 

10 支払利息  183 28 

11 為替差損(△は差益)  31 △21 

12 持分法による投資利益  △72 △60 

13 投資有価証券評価損  560 523 

14 会員権売却・評価損  ― 20 

15 固定資産圧縮損  444 220 

16 売上債権の増加額  △92 △4,851 

17 たな卸資産の減少額(△は増加額)  △675 51 

18 その他流動資産の増加額  △248 △174 

19 支払債務の増加額(△は減少額)  △511 286 

20 その他流動負債の減少額  △1,121 △207 

21 役員賞与の支払額  △56 △56 

22 その他  △318 △49 

小計  18,027 17,219 

23 利息及び配当金の受取額  185 143 

24 利息の支払額  △184 △28 

25 法人税等の支払額  △3,287 △9,637 

営業活動によるキャッシュ・フロー  14,740 7,696 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の増減による収入  5 64 

２ 有形固定資産の取得による支出  △7,262 △3,274 

３ 有形固定資産の売却による収入  47 26 

４ 無形固定資産の取得による支出  △47 △23 

５ 有価証券の取得による支出  △6,168 △2,982 

６ 有価証券の売却による収入  6,167 2,982 

７ 投資有価証券の取得による支出  △2,061 △251 

８ 投資有価証券の売却及び償還による収入  102 2,000 

９ 貸付による支出  △67 △852 

10 貸付金の回収による収入  80 52 

11 その他  9 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,194 △2,258 
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入の増減による収入  5 686 

２ 長期借入による収入  868 676 

３ 長期借入金の返済による支出  △1,449 △754 

４ 少数株主への配当金の支払額  ― △137 

５ 少数株主からの払込みによる収入  94 ― 

６ 自己株式の取得による支出  △3,213 △1,763 

７ 配当金の支払額  △847 △1,104 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,543 △2,397 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △255 △110 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  747 2,930 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  13,559 14,307 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う 
現金及び現金同等物の期首残高 

 ― 179 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  14,307 17,417 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(イ)連結子会社数 11社 

連結子会社の名称 

株式会社タイヨー 

九動株式会社 

佐賀シティビジョン株式会社 

株式会社シーアールシーシーメディア 

タイヨー興産株式会社 

株式会社ジェノファンクション 

ヒサミツ アメリカ インコーポレイテッド 

ヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル

リミターダ 

久光ベトナム製薬有限会社 

久華有限公司 

ヒサミツ ユーケー リミテッド 

なお、ヒサミツ ファルマセウティカ デ

マナウス リミターダは、ヒサミツ ファル

マセウティカ ド ブラジル リミターダに

吸収合併されたことにより、連結の範囲から

除外しました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(イ)連結子会社数 12社 

連結子会社の名称 

株式会社タイヨー 

九動株式会社 

佐賀シティビジョン株式会社 

株式会社シーアールシーシーメディア 

タイヨー興産株式会社 

株式会社ジェノファンクション 

ヒサミツ アメリカ インコーポレイテッド 

ヒサミツ ファルマセウティカ ド ブラジル

リミターダ 

久光ベトナム製薬有限会社 

久華有限公司 

ヒサミツ ユーケー リミテッド 

P.T. ヒサミツ ファルマ インドネシア 

前連結会計年度において持分法適用関連会社

であったP.T.サロンパスインドネシアは、増

資の引受に伴い子会社となったため、連結の

範囲に加えました。なお、会社名をP.T. ヒサ

ミツ ファルマ インドネシアに変更していま

す。 

(ロ)非連結子会社数 ３社 

非連結子会社の名称 

株式会社アール・アール・エフ研究所 

株式会社国際パップ剤研究所 

株式会社タイヨー開発 

(非連結子会社について連結の範囲から除いた理

由) 

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除いています。 

(ロ)非連結子会社数 ３社 

非連結子会社の名称 

株式会社アール・アール・エフ研究所 

株式会社国際パップ剤研究所 

株式会社タイヨー開発 

(非連結子会社について連結の範囲から除いた理

由) 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 ―社 

２ 持分法の適用に関する事項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 ―社 

(ロ)持分法適用の関連会社数   ２社 

台湾久光製薬股份有限公司 

P.T.サロンパスインドネシア 

(ロ)持分法適用の関連会社数   ２社 

台湾久光製薬股份有限公司 

丸東産業株式会社 

丸東産業株式会社は、実質的に影響力を持つこ

とになったため、当連結会計年度より持分法の

適用範囲に加えています。 

また、前連結会計年度において持分法適用関連

会社であったP.T.サロンパスインドネシアは、

増資の引受に伴い連結子会社となったため、持

分法の適用範囲から除外しています。 

(非連結子会社について持分法を適用しない理由)

上記非連結子会社はそれぞれ当期純利益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

として重要性がないため、持分法の適用から除外

しています。 

なお、持分法を適用していない関連会社はありま

せん。 

(非連結子会社について持分法を適用しない理由)

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、

次のとおりです。 

会社名 決算日 

ヒサミツ アメリカ インコー

ポレイテッド 

12月31日

ヒサミツ ファルマセウティカ 

ド ブラジル リミターダ 

12月31日

久光ベトナム製薬有限会社 12月31日

久華有限公司 12月31日

ヒサミツ ユーケー リミテッ

ド 

12月31日

 

 

上記の連結子会社については、連結決算日との差異

が３ヵ月を超えないので、当該連結子会社の決算日

現在の財務諸表を使用しています。 

なお、当該子会社の決算日と連結決算日との間に重

要な取引が生じた場合、連結上必要な調整を行って

います。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、

次のとおりです。 

会社名 決算日 

ヒサミツ アメリカ インコー

ポレイテッド 

12月31日

ヒサミツ ファルマセウティカ 

ド ブラジル リミターダ 

12月31日

久光ベトナム製薬有限会社 12月31日

久華有限公司 12月31日

ヒサミツ ユーケー リミテッ

ド 

12月31日

P.T. ヒサミツ ファルマ インド

ネシア 

12月31日

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

  償却原価法によっています。 

ロ その他有価証券 

 ａ) 時価のあるもの 

   連結決算日の市場価格等にもとづく時価

法によっています。 

   評価差額は全部資本直入法によって処理

し、売却原価は移動平均法によって算定

しています。 

 ｂ) 時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっていま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 

同左 

ロ その他有価証券 

 ａ) 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 ｂ) 時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

先入先出法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法によっていま

す。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。 

また、在外連結子会社は主として定額法によっ

ています。 

② 無形固定資産及び長期前払費用 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっています。ただし、

無形固定資産のうち、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっています。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産及び長期前払費用 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しています。 

イ) 一般債権 

貸倒実績率によっています。 

ロ) 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

財務内容評価法によっています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しています。 

イ) 一般債権 

同左 

ロ) 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

同左 

② 返品調整引当金 

当社は期末日後の返品による損失に備えるた

め、法人税法の規定に基づいて限度相当額を

計上しています。 

② 返品調整引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しています。 

③ 賞与引当金 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

④ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理し

ています。また、過去勤務債務については、

その発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（２年）による按分額を

費用処理しています。 

④ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理し

ています。 

⑤ 役員退職給与引当金 

当社は役員の退職金支給に充てるため、内規

に基づく支給見積額を計上しています。 

  ⑤ 役員退職給与引当金 

同左 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の

財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しています。なお、在外子会社等の資産及び

負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部における「為替

換算調整勘定」に含めています。 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の

財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れたもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 

 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっています。 

―――― 

① 消費税等の会計処理 

同左 

 

② １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号)が平成14年４月１

日以降開始する連結会計年度から適用される

ことになったことに伴い、当連結会計年度か

ら同会計基準及び適用指針によっています。

なお、これによる影響については、「１株当

たり情報に関する注記」に記載しています。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法を採用しています。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、発生年度に一括償却しています。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しています。

ただし、金額の僅少なものについては、発生年度

に一括償却しています。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中の確定した利益処分に基づいて

作成しています。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性が高

く、容易に換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっ

ています。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左 

 

(追加情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 連結貸借対照表 

当連結会計年度から連結財務諸表規則の改正によ

り、「資本準備金」は「資本剰余金」として、「連

結剰余金」は「利益剰余金」として、「再評価差額

金」は「土地再評価差額金」として、「子会社所有

の親会社株式」は「自己株式」に含めて表示してい

ます。 

―――― 

２ 連結剰余金計算書 

当連結会計年度から連結財務諸表規則の改正によ

り、資本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分し、

「連結剰余金期首残高」は「利益剰余金期首残高」

として、「連結剰余金増加高」は「利益剰余金増加

高」として、「連結剰余金減少高」は「利益剰余金

減少高」として、「連結剰余金期末残高」は「利益

剰余金期末残高」として、「当期純利益」は「利益

剰余金増加高」の内訳として表示しています。 

―――― 

３ 自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当連結会計年度から「企業会計基準第１号 自己株

式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平

成14年２月21日企業会計基準委員会）を適用してい

ます。この変更に伴う損益に与える影響は軽微で

す。 

―――― 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりです。 

投資有価証券(株式) 693百万円
 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりです。 

投資有価証券(株式) 479百万円
 

※２ 担保提供資産の状況は以下のとおりです。 

(提供資産) 

建物及び構築物 920百万円 (帳簿価額)

機械装置及び運搬具 295百万円 (  〃  )

投資有価証券 1,033百万円 (  〃  )

計 2,249百万円 (  〃  )

(上記資産に対する債務) 

短期借入金 224百万円

長期借入金 1,475百万円

計 1,699百万円
 

※２ 担保提供資産の状況は以下のとおりです。 

(提供資産) 

建物及び構築物 1,015百万円 (帳簿価額)

機械装置及び運搬具 284百万円 (  〃  )

工具・器具及び備品 54百万円 (  〃  )

投資有価証券 1,118百万円 (  〃  )

計 2,472百万円 (  〃  )

(上記資産に対する債務) 

短期借入金 168百万円

長期借入金 1,159百万円

計 1,328百万円
 

３ 受取手形割引高           39百万円 ３ 受取手形割引高           45百万円
※４ 国庫補助金による圧縮記帳額は、602百万円であ

り、連結貸借対照表計上額は、この圧縮記帳額を
控除しています。 

※４ 国庫補助金による圧縮記帳額は、824百万円であ
り、連結貸借対照表計上額は、この圧縮記帳額を
控除しています。 

※５         ―――― ※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しています。 

したがって当連結会計年度末日が金融機関の休

日であったため、次の連結会計年度末日満期手

形は当連結会計年度末残高に含まれています。 

受取手形 1,124百万円

支払手形 601百万円
 

※６ 土地の再評価法の適用 
「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31
日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31日
改正)に基づき事業用土地の再評価を行い、当該
評価差額のうち法人税その他の利益に関連する金
額を課税標準とする税金に相当する金額を「再評
価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上
し、当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再
評価差額金」として資本の部に計上しています。

※６ 土地の再評価法の適用 
同左 

再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価
税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地価
税の課税標準の計算の基礎となる土地の価額を算
出するために、国税庁長官が定めて公表した方法
により算出した価額に合理的調整を行って算出し
ています。 

再評価の方法 
同左 

再評価を行った年月日 平成13年２月28日

同法律第10条に定める、再評価を行った事業用土
地の当期末における時価の合計額が当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は
1,044百万円です。 

再評価を行った年月日 同左 

同法律第10条に定める、再評価を行った事業用土
地の当期末における時価の合計額が当該事業用土
地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は
1,287百万円です。 
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前連結会計年度 

(平成15年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成16年２月29日) 

※７ 当社の発行済株式総数は、以下のとおりです。 

普通株式 95,164,895株
 

※７ 当社の発行済株式総数は、以下のとおりです。 

普通株式 95,164,895株
 

※８ 連結会社が保有する自己株式の数は、以下のとお
りです。 

普通株式 3,100,330株

なお、自己株式の連結貸借対照表計上額には、連
結子会社が保有する親会社株式の少数株主持分相
当額で少数株主持分から控除しきれなかった額
678百万円を含んでいます。 

※８ 連結会社が保有する自己株式の数は、以下のとお
りです。 

普通株式 4,389,426株

なお、自己株式の連結貸借対照表計上額には、連
結子会社が保有する親会社株式の少数株主持分相
当額で少数株主持分から控除しきれなかった額
610百万円を含んでいます。 

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。 

広告宣伝費 5,203百万円

販売促進費 7,297百万円

荷造運賃費 1,092百万円

貸倒引当金繰入額 377百万円

給料及び手当 4,289百万円

賞与引当金繰入額 299百万円

退職給付引当金繰入額 382百万円

役員退職給与引当金繰入額 61百万円

研究開発費 6,550百万円

うち賞与引当金繰入額 74百万円

退職給付引当金繰入額 89百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりです。 

広告宣伝費 5,493百万円

販売促進費 7,453百万円

荷造運賃費 1,101百万円

貸倒引当金繰入額 31百万円

給料及び手当 4,517百万円

賞与引当金繰入額 308百万円

退職給付引当金繰入額 662百万円

役員退職給与引当金繰入額 256百万円

研究開発費 7,445百万円

うち賞与引当金繰入額 73百万円

退職給付引当金繰入額 173百万円
 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は6,550百万円

です。 

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ

ん。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は7,445百万円

です。 

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ

ん。 

※３ 製造費用に含まれる賞与引当金繰入額は125百万

円及び退職給付引当金繰入額は211百万円です。 

※３ 製造費用に含まれる賞与引当金繰入額は134百万

円及び退職給付引当金繰入額は406百万円です。 

※４ 固定資産売却益の内訳 

(売却益) 

機械装置及び運搬具 0百万円
 

※４ 固定資産売却益の内訳 

(売却益) 

機械装置及び運搬具 10百万円
 

※５ 固定資産処分損の内訳 

(除却損)  

建物及び構築物 22百万円

機械装置及び運搬具 11百万円

工具・器具及び備品 9百万円

計 43百万円
 

※５ 固定資産処分損の内訳 

(除却損)  

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び運搬具 22百万円

工具・器具及び備品 19百万円

計 73百万円
 

※６ 固定資産圧縮損の内訳 

建物及び構築物 444百万円
 

※６ 固定資産圧縮損の内訳 

建物及び構築物 220百万円
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 14,340百万円

有価証券勘定 2,048百万円

計 16,389百万円

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△81百万円

フリー・ファイナンシャル・
ファンド等を除く有価証券 

△2,000百万円

現金及び現金同等物 14,307百万円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 17,379百万円

有価証券勘定 501百万円

計 17,880百万円

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△14百万円

フリー・ファイナンシャル・
ファンド等を除く有価証券 

△449百万円

現金及び現金同等物 17,417百万円
 

２ 重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 

２ 重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。 
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

 
期末残高
相当額 

 
(百万円)

機械装置 

及び運搬具 
590 326 263

工具・器具 
及び備品 

994 416 577

ソフトウェア 10 1 9

合計 1,594 744 850

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

 
期末残高
相当額 

 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

799 447 351

工具・器具 
及び備品 

959 516 442

ソフトウェア 24 9 14

合計 1,782 974 808

(注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 332百万円

１年超 517百万円

合計 850百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 319百万円

１年超 488百万円

合計 808百万円

(注) 同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 335百万円

減価償却費相当額 335百万円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 377百万円

減価償却費相当額 377百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

区分 連結貸借対
照表計上額
(百万円)

時価 
 

(百万円)

差額 
 

(百万円)

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円)

時価 
 

(百万円) 

差額 
 

(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの) 

  

① 国債・地方債等 2,450 2,450 0 449 449 0

② 社債 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 2,450 2,450 0 449 449 0

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの) 

  

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

② 社債 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 2,450 2,450 0 449 449 0

 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

区分 取得原価
 

(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額 
 

(百万円)

取得原価
 

(百万円)

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
 

(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの) 

  

① 株式 1,415 1,749 333 3,727 5,727 1,999

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,415 1,749 333 3,727 5,727 1,999

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの) 

  

① 株式 3,728 2,726 △1,002 1,195 1,000 △195

② 債券 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 3,728 2,726 △1,002 1,195 1,000 △195

合計 5,144 4,475 △668 4,923 6,727 1,804

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて145百万円、前連結会計年度において、

その他有価証券で時価のあるものについて474百万円の減損処理を行っています。 
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３ 時価評価されていない主な有価証券 

 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

内容 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

(その他有価証券)   

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 394 435 

② フリー・ファイナンシャル・ファンド等 0 8 

合計 394 443 

(子会社株式及び関連会社株式)   

① 子会社株式 411 79 

② 関連会社株式 282 400 

合計 693 479 

 

４ 満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

国債・地方債等 2,000 449 ― ―

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

国債・地方債等 449 ― ― ―
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

1)取引の内容及び利用目的 

当社グループは、将来の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を利用しています。また外貨

建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予

約取引を利用しています。 

1)取引の内容及び利用目的 

同左 

2)取引に対する取組方針 

通貨関連のデリバティブ取引については、外貨建取

引に係る為替変動リスクをヘッジするため、その取引

の範囲内で為替予約取引を利用しています。 

金利関連のデリバティブ取引については、社債利息

に係る金利の変動リスクを回避するために、当該社債

利息相当額について金利スワップ取引を利用していま

す。また将来の借入金に係る利息上昇リスクを回避す

るために、予測される借入金利息相当額の範囲内で金

利スワップ取引並びに金利スワップション取引を利用

しています。 

なお投機目的のデリバティブ取引は行わない方針で

す。 

2)取引に対する取組方針 

同左 

3)取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している為替予約取引及び金利

スワップ取引、金利スワップション取引について、全

て実需の範囲内で行い、デリバティブ取引の契約先

は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相

手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほと

んどないと判断しています。 

3)取引に係るリスクの内容 

同左 

4)取引に係るリスクの管理体制 

当社グループのデリバティブ取引の実行及び管理

は、取引の重要度に応じて取締役会決議または財務部

長決裁を経て財務部で契約し、その内容は適宜取締役

会に報告することとなっています。 

4)取引に係るリスクの管理体制 

同左 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

厚生年金基金：当社は、平成７年７月１日から従来の退職金制度の一部について久光製薬厚生年

金基金制度を採用しています。 

適格年金  ：当社は、昭和41年３月１日から退職金制度に上積みして適格退職年金制度を採用

しています。 

退職一時金 ：当社及び国内連結子会社は、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用していま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を払う場合があります。 

 

２ 退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務 △10,062百万円 

(2) 年金資産 5,536百万円 

(3) 小計(1)＋(2) △4,525百万円 

(4) 未認識数理計算上の差異 2,498百万円 

(5) 合計(3)＋(4) △2,027百万円 

(6) 前払年金費用 △556百万円 

(7) 退職給付引当金(5)＋(6) △2,583百万円 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用 590百万円 

(2) 利息費用 215百万円 

(3) 期待運用収益 △153百万円 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 145百万円 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 △116百万円 

(6) 退職給付費用 681百万円 

(注) １ 厚生年金基金及び適格年金に対する従業員拠出額を控除しています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しています。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 

(2) 割引率 2.00％ 

(3) 期待運用収益率  

① 厚生年金基金 2.90％ 

② 適格年金 2.30％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

 

 

５年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理する方法) 

(5) 過去勤務債務の処理年数 

 

２年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による按分額を費用処理する方法) 
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当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

厚生年金基金：当社は、平成７年７月１日から従来の退職金制度の一部について久光製薬厚生年

金基金制度を採用しています。 

適格年金  ：当社は、昭和41年３月１日から退職金制度に上積みして適格退職年金制度を採用

しています。 

退職一時金 ：当社及び国内連結子会社は、退職金規定に基づく退職一時金制度を採用していま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を払う場合があります。 

 

２ 退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務 △10,699百万円 

(2) 年金資産 6,543百万円 

(3) 小計(1)＋(2) △4,155百万円 

(4) 未認識数理計算上の差異 1,969百万円 

(5) 合計(3)＋(4) △2,185百万円 

(6) 前払年金費用 △523百万円 

(7) 退職給付引当金(5)＋(6) △2,709百万円 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

(1) 勤務費用 665百万円 

(2) 利息費用 199百万円 

(3) 期待運用収益 △152百万円 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 528百万円 

(5) 退職給付費用 1,241百万円 

(注) １ 厚生年金基金及び適格年金に対する従業員拠出額を控除しています。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しています。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 

(2) 割引率 2.00％ 

(3) 期待運用収益率  

① 厚生年金基金 2.90％ 

② 適格年金 2.30％ 

(4) 数理計算上の差異の処理年数 

 

 

５年(発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理する方法) 
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(税効果会計関係) 

 

前連結会計年度末 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度末 
(平成16年２月29日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金繰入限度超過額 594百万円

役員退職給与引当金 361百万円

未払事業税 507百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 247百万円

出資金評価損 322百万円

会員権評価損 297百万円

投資有価証券評価損 477百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 72百万円

その他有価証券評価差額金 279百万円

繰越欠損金 44百万円

その他 163百万円

繰延税金資産小計 3,367百万円

評価性引当額 △44百万円

繰延税金資産の純額 3,323百万円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

退職給付引当金繰入限度超過額 713百万円

役員退職給与引当金 382百万円

未払事業税 361百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 266百万円

子会社株式・出資金評価損 557百万円

会員権評価損 295百万円

投資有価証券評価損 392百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 182百万円

繰越欠損金 439百万円

その他 161百万円

繰延税金資産小計 3,752百万円

評価性引当額 △445百万円

繰延税金資産合計 3,306百万円

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △729百万円

繰延税金負債合計 △729百万円

差引:繰延税金資産の純額 2,577百万円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

1.6％

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目 

△0.1％

住民税均等割額 0.1％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.6％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

1.2％

受取配当金等永久に益金に算入され 
ない項目 

△0.1％

住民税均等割額 0.1％

事業税率変更に伴う影響額 0.6％

試験研究費特別税額控除 △5.1％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.6％
  

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が公布され、平成16年４月１日以後開始す

る連結会計年度より適用されることにより、当社及び

国内連結子会社の一部においては平成17年３月１日以

後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異等に係る繰延税金資産等の計算に使用する法定実

効税率が変更されます。この変更により、当連結会計

年度末における一時差異等を基礎として再計算した場

合、当連結会計年度の損益に与える影響額は軽微で

す。なお、実際の影響額は、翌連結会計年度末におけ

る一時差異等を基礎として計算されます。 

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が公布されたことに伴い、当連結会計年度

の繰延税金資産等の計算（平成17年３月１日以後開始

する連結会計年度以降に解消が見込まれるものに限

る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の

41.7％から40.4％に変更されています。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額

を控除した金額)が100百万円、再評価に係る繰延税金

負債が61百万円それぞれ減少し、当連結会計年度に計

上された法人税等調整額が100百万円、土地再評価差

額金が61百万円及びその他有価証券評価差額金が23百

万円それぞれ増加しています。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

当社及び連結子会社の事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮し、「医薬品及び関

連製品事業」、「有線テレビ放送事業」及びこれらに属さない「その他の事業」に分類してい

ます。全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る「医薬品及び関連製品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しています。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

当社及び連結子会社の事業区分は、製品の種類、性質等の類似性を考慮し、「医薬品及び関

連製品事業」、「有線テレビ放送事業」及びこれらに属さない「その他の事業」に分類してい

ます。全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る「医薬品及び関連製品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しています。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。 
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【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しています。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しています。 
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【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取
締役社長 
財団法人中
冨健康科学
振興財団理
事長 

― 

財団理事
長を兼任
他に 
兼任なし
出向なし
転籍なし

― 

財団法人中
冨健康科学
振興財団へ
の寄付 

30 ― ―

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取
締役社長 
財団法人中
冨記念財団
理事長 

― 

財団理事
長を兼任
他に 
兼任なし
出向なし
転籍なし

― 
財団法人中
冨記念財団
への寄付 

50 ― ―

株式会社デ
ィナベック
研究所への
建物賃貸 

102 ― ―

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取
締役社長 
株式会社デ
ィナベック
研究所代表
取締役社長

直接5.19 
間接  0 

代表取締
役社長を
兼任 
他に 
兼任１名
出向３名
転籍なし

設備の 
賃貸 

株式会社デ
ィナベック
研究所の増
資の引受 

53 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引金額には消費税等は含まれていません。 

財団法人中冨健康科学振興財団及び財団法人中冨記念財団への寄付は、いわゆる第三者のための

取引です。なお、㈱ディナベック研究所の増資の引受についても同様です。 

建物の賃貸料は、近隣の取引実勢価格に基づいて所定の金額を決定しています。 

増資に対する引受は、第三者割当増資を額面で引受けたものです。 
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当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取
締役社長 
財団法人中
冨記念財団
理事長 

― 

財団理事
長を兼任
他に 
兼任なし
出向なし
転籍なし

― 
財団法人中
冨記念財団
への寄付 

50 ― ―

株式会社デ
ィナベック
研究所への
建物賃貸 

102 ― ―

役員 中冨博隆 ― ― 

当社代表取
締役社長 
株式会社デ
ィナベック
研究所代表
取締役社長

直接5.04 
間接  0 

代表取締
役社長を
兼任 
他に 
出向２名
転籍なし

設備の 
賃貸 

株式会社デ
ィナベック
研究所の増
資の引受 

53 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引金額には消費税等は含まれていません。 

財団法人中冨記念財団への寄付は、いわゆる第三者のための取引です。なお、㈱ディナベック研

究所の増資の引受についても同様です。 

建物の賃貸料は、近隣の取引実勢価格に基づいて所定の金額を決定しています。 

増資に対する引受は、第三者割当増資を額面で引受けたものです。 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１株当たり純資産額 654.24円 １株当たり純資産額 765.23円

１株当たり当期純利益 101.28円 １株当たり当期純利益 118.77円

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していません。 

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していません。 

 当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日
企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成
14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用し
ています。 

なお、これによる影響は軽微です。 

 
（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当期純利益（百万円） ― 10,822 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―   40 

(うち利益処分による役員賞与金 
            （百万円)) 

―   (40) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 10,782 

普通株式の期中平均株式数(千株) ― 90,784 

 

(重要な後発事象) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

──── 

 

 

 

 

 

１ 当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成

16年４月26日に厚生労働大臣から将来分の支給義

務免除の認可を受けています。 

  なお、厚生年金基金の代行部分に関し、当連結会

計年度末現在における退職給付債務は1,987百万

円、未認識数理計算上の差異は310百万円であり、

平成16年３月31日現在において測定された返還相

当額(最低責任準備金)は1,180百万円です。実際に

「退職給付会計に関する実務指針(中間報告)」(日

本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号)第

44-２項を適用した場合に生じる損益の額は、過去

分返上の認可を受けた時点及び代行部分を返還し

た時点で算定されることになります。 
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前連結会計年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

 ２ 当社は、エスエス製薬株式会社との間において、

同社の医療用医薬品事業を平成17年４月１日付け

で同社の完全子会社である株式会社バイオメディ

クスに分割移転し同日において当社が株式会社バ

イオメディクスの発行済株式の100％をエスエス製

薬株式会社から取得することで合意し、平成16年

５月21日に株式売買契約を締結しました。 

  (1)目的 

当社は医療用医薬品事業において「モーラス」

「モーラステープ」の外用鎮痛消炎貼付剤を中

心に成長を続けています。エスエス製薬株式会

社の医療用医薬品事業は、当社の得意分野であ

る外用剤の商品群を有しており、当社の販売力

を活用し成長することが期待できます。また、

研究開発においても研究開発パイプラインを強

化することができます。 

   (2)株式取得の相手会社の名称 

エスエス製薬株式会社 

   (3)買収する会社の名称及び規模 

名  称：バイオメディクス株式会社 

事業内容：医療用医薬品の製造・販売 

規  模：売上高 10,616百万円 

     従業員 約300名 

(エスエス製薬株式会社の平成16年３月期にお

ける医療用医薬品事業部門の実績) 

   (4)株式取得の時期 

平成17年４月１日 

   (5)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分

比率 

取得株式数：30万株 

取得価額：第三者による事業評価を参考に両社

協議の上決定した金額を基準とし、

株式譲渡日における移転資産の時価

等により調整を行なった価額 

取得後の持分比率：100％ 

   (6)支払資金の調達 

自己資金及び銀行借入を予定 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 338 1,028 1.06 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 350 361 1.38 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

1,612 1,505 1.12 
平成17年３月１日 

から 
平成28年２月29日 

合計 2,302 2,894 ― ― 

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ １年以内に返済予定の長期借入金のうち日本政策投資銀行からの借入金152百万円は無利息です。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)のうち日本政策投資銀行からの借入金742百万円は無

利息です。 

４ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額

は以下のとおりです。 

 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内 

(百万円) 
３年超４年以内 

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 531 210 173 226

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
第101期 

(平成15年２月28日) 
第102期 

(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  12,117  15,299

２ 受取手形 ※６ 3,477  4,260

３ 売掛金 ※３ 14,181  18,007

４ 有価証券  2,000  449

５ 商品  451  813

６ 製品  2,912  2,385

７ 原材料  476  578

８ 仕掛品  281  249

９ 貯蔵品  539  606

10 前渡金  0  1

11 前払費用  1,454  1,684

12 繰延税金資産  700  667

13 関係会社貸付金  190  60

14 未収入金 ※３ 17  34

15 その他 ※３ 167  213

貸倒引当金  △123  △153

流動資産合計  38,845 45.9  45,160 49.3

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産   

１ 建物  19,863 20,075 

減価償却累計額  △9,515 10,347 △10,324 9,750

２ 構築物  2,033 2,063 

減価償却累計額  △1,275 758 △1,334 728

３ 機械及び装置  16,718 17,502 

減価償却累計額  △12,027 4,691 △12,962 4,540

４ 車輌及び運搬具  179 173 

減価償却累計額  △154 24 △155 17

５ 工具・器具及び備品  9,194 9,473 

減価償却累計額  △5,492 3,702 △5,654 3,819

６ 土地 ※７ 10,954  10,954

７ 建設仮勘定  2,090  1,749

有形固定資産合計  32,570 (38.5)  31,560 (34.4)

(2) 無形固定資産   

１ ソフトウェア  455  332

２ 電話加入権その他  8  9

無形固定資産合計  463 (0.5)  341 (0.4)
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第101期 

(平成15年２月28日) 
第102期 

(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(3) 投資その他の資産   

１ 投資有価証券  5,176  7,020

２ 関係会社株式  2,222  2,547

３ 出資金  15  14

４ 関係会社出資金  1,103  1,103

５ 従業員長期貸付金  280  269

６ 関係会社長期貸付金  860  995

７ 破産債権、再生債権、 
  更生債権その他これら 
  に準ずる債権 

※３ 547  442

８ 長期前払費用  90  291

９ 繰延税金資産  3,106  2,376

10 事業保険  129  136

11 会員権  335  297

12 その他  610  656

貸倒引当金  △1,234  △678

投資損失引当金  △475  △925

投資その他の資産合計  12,768 (15.1)  14,548 (15.9)

固定資産合計  45,802 54.1  46,451 50.7

資産合計  84,647 100.0  91,611 100.0
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第101期 

(平成15年２月28日) 
第102期 

(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 ※６ 2,608  3,034

２ 買掛金 ※３ 3,851  3,514

３ 未払金 ※３ 5,896  5,549

４ 未払法人税等  5,501  3,106

５ 未払費用  248  373

６ 預り金  76  64

７ 返品調整引当金  198  275

８ 賞与引当金  479  484

９ 債務保証損失引当金  178  168

10 設備関係支払手形  247  122

11 その他  60  161

流動負債合計  19,347 (22.9)  16,856 (18.4)

Ⅱ 固定負債   

１ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

※７ 1,954  1,893

２ 退職給付引当金  2,507  2,613

３ 役員退職給与引当金  863  943

４ その他  2  8

固定負債合計  5,328 (6.3)  5,459 (6.0)

負債合計  24,676 29.2  22,315 24.4

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※１ 8,473 (10.0)  8,473 (9.2)

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  2,118  2,118

２ その他資本剰余金   

資本準備金減少差益  6,123 6,123 6,123 6,123

資本剰余金合計  8,241 (9.7)  8,241 (9.0)

Ⅲ 利益剰余金   

１ 任意積立金   

別途積立金  34,470 34,470 43,270 43,270

２ 当期未処分利益  11,305  12,067

利益剰余金合計  45,775 (54.1)  55,337 (60.4)

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７ 2,728 (3.2)  2,790 (3.0)

Ⅴ その他有価証券評価差額金  △389 (△0.5)  1,074 (1.2)

Ⅵ 自己株式 ※２ △4,858 (△5.7)  △6,621 (△7.2)

資本合計  59,971 70.8  69,296 75.6

負債・資本合計  84,647 100.0  91,611 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   

１ 商品売上高  3,134 4,206 

２ 製品売上高  63,173 66,307 100.0 65,632 69,838 100.0

Ⅱ 売上原価   

１ 商品期首たな卸高  491 451 

２ 製品期首たな卸高  2,467 2,912 

３ 当期商品仕入高  2,094 2,968 

４ 当期製品製造原価 ※４ 18,257 18,368 

合計  23,311 24,700 

５ 他勘定へ振替高 ※１ 467 541 

６ 商品期末たな卸高  451 813 

７ 製品期末たな卸高  2,912 19,480 29.4 2,385 20,960 30.0

売上総利益  46,826 70.6  48,878 70.0

８ 返品調整引当金繰入額  1 0.0  77 0.1

差引売上総利益  46,825 70.6  48,801 69.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４ 30,207 45.6  31,415 45.0

営業利益  16,617 25.1  17,385 24.9

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 ※５ 16 17 

２ 有価証券利息  9 5 

３ 信託受益権利息  2 1 

４ 受取配当金 ※５ 97 233 

５ 貸倒引当金戻入益  7 ― 

６ 不動産賃貸料 ※５ 168 165 

７ 技術供与料  29 14 

８ 雑収入  173 504 0.8 155 592 0.8

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  11 3 

２ 手形売却損  17 28 

３ 為替差損  135 79 

４ 雑損失  25 190 0.3 5 117 0.1

経常利益  16,931 25.5  17,860 25.6
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第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産処分益 ※２ ― 10 

２ 貸倒引当金戻入益  ― 558 

３ 債務保証損失引当金 
  戻入益 

 116 116 0.2 10 579 0.8

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産処分損 ※２ 35 60 

２ 投資有価証券売却損  0 ― 

３ 投資有価証券評価損  526 191 

４ 関係会社株式評価損 ※３ 33 340 

５ 会員権評価損  ― 20 

６ 貸倒引当金繰入額  41 2 

７ 投資損失引当金繰入額  475 1,113 1.7 450 1,064 1.5

税引前当期純利益  15,934 24.0  17,375 24.9

法人税、住民税及び 
事業税 

 7,477 6,898 

法人税等調整額  △792 6,684 10.1 △245 6,652 9.5

当期純利益  9,249 14.0  10,722 15.4

前期繰越利益  932  1,344

利益準備金取崩額  1,123  ―

当期未処分利益  11,305  12,067
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製造原価明細書 

 

  
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 原材料費  13,272 72.6 12,892 70.3

Ⅱ 労務費 ※１ 2,272 12.4 2,412 13.2

Ⅲ 経費 ※２ 2,748 15.0 3,031 16.5

当期総製造費用  18,294 100.0 18,337 100.0

期首仕掛品たな卸高  245 281 

合計  18,539 18,618 

期末仕掛品たな卸高  281 249 

当期製品製造原価  18,257 18,368 

 

(脚注) 

 

 
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

※１ このうち、賞与引当金繰入額120百万円、退職給付

引当金繰入額209百万円が含まれています。 

このうち、賞与引当金繰入額123百万円、退職給付

引当金繰入額403百万円が含まれています。 

※２ このうち、固定資産の減価償却費1,422百万円が含

まれています。 

このうち、固定資産の減価償却費1,681百万円が含

まれています。 

(注) 会社が採用している原価計算の方法 

原価計算は組別総合原価計算により直接費と間接費とに区分し、直接費は製品別に賦課し、間接費は経費

の性質により配賦基準を算定して配賦し、実際原価計算によって分類集計を行っています。 
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③ 【利益処分計算書】 

 

  
第101期 

(平成15年５月22日) 
第102期 

(平成16年５月26日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  11,305  12,067

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  1,104 1,270 

２ 役員賞与金  56 40 

(うち監査役賞与金)  (5) (5) 

３ 任意積立金   

別途積立金  8,800 9,960 9,300 10,610

Ⅲ 次期繰越利益  1,344  1,456
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重要な会計方針 

 

項目 
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法によっています。 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法によって

います。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (3) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法によっています。 

   評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均

法により算定しています。 

 ② 時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっ

ています。 

(3) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 ② 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

ともに先入先出法による原価法により

評価しています。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっています。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっています。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産及び長期前払費用 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっています。ただし、無形固

定資産のうち、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっています。 

(2) 無形固定資産及び長期前払費用 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しています。 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、回収不能見込額を計上して

います。 

 ① 一般債権 

   貸倒実績率法によっています。

 ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権

等 

財務内容評価法によっていま

す。 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、回収不能見込額を計上して

います。 

 ① 一般債権 

同左 

 ② 貸倒懸念債権及び破産更生債権

等 

同左 

 (2) 債務保証損失引当金 

債務保証による損失に備えるた

め、被保証先の財務内容等を勘案

して、所要額を見積り計上してい

ます。 

(2) 債務保証損失引当金 

同左 
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項目 
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

 (3) 返品調整引当金 

期末日後の返品による損失に備え

るため、法人税法の規定に基づい

て限度相当額を計上しています。

(3) 返品調整引当金 

同左 

 (4) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上して

います。 

(4) 賞与引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認めら

れる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発

生の翌期より費用処理していま

す。 

また、過去勤務債務については、

その発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（２年）による按分額を費用処理

しています。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認めら

れる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発

生の翌期より費用処理していま

す。 

 (6) 投資損失引当金 

子会社等への投資に係る損失に備

えるため、当該会社の財政状態及

び回収可能性を勘案して必要額を

繰入計上しています。 

(6) 投資損失引当金 

同左 

 (7) 役員退職給与引当金 

役員の退職金支給に充てるため、

内規に基づく期末支給見積額の

100％を計上しています。 

(7) 役員退職給与引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しています。 

(1) 消費税等の会計処理方法 

同左 

 ―――― (2) １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」(企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第４号)が平成

14年４月１日以降開始する事業年

度から適用されることになったこ

とに伴い、当期から同会計基準及

び適用指針によっています。な

お、これによる影響については、

「１株当たり情報に関する注記」

に記載しています。 
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(追加情報) 

 

第101期 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

(貸借対照表) 

当期から財務諸表等規則の改正により、「資本準備

金」は「資本剰余金」の内訳として、「利益準備

金」「任意積立金」「当期未処分利益」は「利益剰

余金」の内訳として、「再評価差額金」は「土地再

評価差額金」として表示しています。 

―――― 

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 

当期から「企業会計基準１号 自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」（平成14年２月21

日 企業会計基準委員会）を適用しています。これ

に伴い、商法289条第２項の規定に基づく資本準備金

の取崩額6,123百万円をその他資本剰余金として資本

剰余金の内訳に計上し、同条項に基づく利益準備金

の取崩額1,123百万円を当期未処分利益の増減項目と

して計上しています。 

―――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

 
第101期 

(平成15年２月28日) 
第102期 

(平成16年２月29日) 

※１ 会社が発行する株式  

 普通株式  380,000,000株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当

する株式数を減ずることとなっています。 

発行済株式総数  

 普通株式  95,164,895株
 

会社が発行する株式  

 普通株式  380,000,000株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当

する株式数を減ずることとなっています。 

発行済株式総数  

 普通株式  95,164,895株
 

※２ 自己株式の保有数 

 普通株式  3,100,330株
 

自己株式の保有数 

 普通株式  4,389,426株
 

※３ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりです。 

売掛金 708百万円

未収入金 3百万円

その他の流動資産 20百万円

破産債権、再生債権、更生債
権その他これらに準ずる債権 

172百万円

買掛金 3百万円

未払金 52百万円
 

関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりです。 

売掛金 502百万円

未収入金 2百万円

その他の流動資産 123百万円

破産債権、再生債権、更生債
権その他これらに準ずる債権 

166百万円

買掛金 30百万円

未払金 62百万円
 

４ 保証債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり保証を行っています。 

なお、㈱シーアールシーシーメディアの金額は、

債務保証損失引当金の額を控除しています。 

佐賀シティビジョン 
株式会社 

504百万円 

久光ベトナム製薬 
有限会社 

227百万円 

(外貨建 1百万米ドル)

株式会社シーアール 
シーシーメディア 

547百万円 

九動株式会社 25百万円 

ヒサミツ ファルマ 
セウティカ ド ブ 
ラジル リミターダ 

18百万円 

(外貨建 0百万米ドル)

計 1,324百万円 
 

保証債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり保証を行っています。 

なお、㈱シーアールシーシーメディアの金額は、

債務保証損失引当金の額を控除しています。 

佐賀シティビジョン
株式会社 

423百万円 

久光ベトナム製薬 
有限会社 

105百万円 

(外貨建 0百万米ドル)

株式会社シーアール
シーシーメディア 

566百万円 

九動株式会社 9百万円 

計 1,104百万円 
 

５ 受取手形割引高は39百万円です。 受取手形割引高は45百万円です。 

※６ ――――― 

 

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって

決済処理しています。 

したがって当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形は当期末残高に含まれてい

ます。 

受取手形 1,123百万円

支払手形 415百万円
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第101期 

(平成15年２月28日) 
第102期 

(平成16年２月29日) 

※７ 土地の再評価法の適用 

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布 法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日改正)に基づき事業用土地の再評価を行い、当

該評価差額のうち法人税その他の利益に関連する

金額を課税標準とする税金に相当する金額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しています。

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布 政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税標準の計算の基礎となる土地の価額を

算出するために、国税庁長官が定めて公表した方

法により算出した価額に合理的調整を行って算出

しています。 

再評価を行った年月日    平成13年２月28日

同法律第10条に定める、再評価を行った事業用土

地の当期末における時価の合計額が当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は

1,044百万円です。 

土地の再評価法の適用 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

再評価の方法 

同左 

 

 

 

 

 

 

再評価を行った年月日    同左 

同法律第10条に定める、再評価を行った事業用土

地の当期末における時価の合計額が当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は

1,287百万円です。 

８ 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当すること

が制限されています。 

同左 

 

９ ―――― 有価証券の時価評価により、純資産額が1,074百万

円増加しています。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されていま

す。 
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(損益計算書関係) 

 

 
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

※１ 他勘定振替高は、販売促進費(営業見本等)への振替
です。 

同左 

※２ ――――― 
 
 
  

固定資産処分損の内訳 
(除却損)  
建物 16百万円
構築物 3百万円
機械及び装置 5百万円
工具・器具及び備品 9百万円
車輌及び運搬具 0百万円

計 35百万円
 

固定資産処分益の内訳 
(売却益) 
機械及び装置 10百万円

計 10百万円
固定資産処分損の内訳 

(除却損)  
建物 14百万円
構築物 3百万円
機械及び装置 21百万円
工具・器具及び備品 19百万円
車輌及び運搬具 0百万円

計 60百万円
 

※３ 株式会社アール・アール・エフ研究所に対するもの
です。 

株式会社タイヨー、株式会社国際パップ剤研究所及
び株式会社タイヨー開発に係るものです。 

※４ 販売費に属する費用のおおよその割合は55.6％で、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は44.4％
です。主要な費目及び金額は次のとおりです。 

荷造運賃 1,018百万円
広告費 5,103百万円
販売促進費 7,043百万円
貸倒引当金繰入額 378百万円
給料 2,820百万円
賞与 771百万円
賞与引当金繰入額 288百万円
退職給付引当金繰入額 370百万円
役員退職給与引当金繰入額 61百万円
減価償却費 434百万円
租税公課 95百万円
寄付金 174百万円
研究開発費 6,533百万円
うち賞与引当金繰入額 70百万円

退職給付引当金繰入額 89百万円
減価償却費 901百万円

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ
ん。 

販売費に属する費用のおおよその割合は54.5％で、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は45.5％
です。主要な費目及び金額は次のとおりです。 

荷造運賃 1,005百万円
広告費 5,257百万円
販売促進費 7,076百万円
貸倒引当金繰入額 29百万円
給料 2,922百万円
賞与 819百万円
賞与引当金繰入額 289百万円
退職給付引当金繰入額 648百万円
役員退職給与引当金繰入額 238百万円
減価償却費 439百万円
租税公課 90百万円
寄付金 80百万円
研究開発費 7,433百万円
うち賞与引当金繰入額 72百万円

退職給付引当金繰入額 173百万円
減価償却費 988百万円

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありませ
ん。 

※５ 関係会社に係る営業外収益は113百万円で、主要な
費目及び金額は次のとおりです。 

受取利息 5百万円
受取配当金 50百万円
不動産賃貸料 51百万円

 

関係会社に係る営業外収益は235百万円で、主要な
費目及び金額は次のとおりです。 

受取利息 10百万円
受取配当金 152百万円
不動産賃貸料 52百万円
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(リース取引関係) 

 

第101期 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

 
期末残高
相当額 

 
(百万円)

機械及び装置 412 275 137

工具・器具 
及び備品 

754 329 425

ソフトウェア 10 1 9

計 1,178 606 571

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しています。

 

 
取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

 
期末残高
相当額 

 
(百万円)

機械及び装置 560 388 172

工具・器具 
及び備品 

671 394 276

ソフトウェア 10 4 6

計 1,242 787 455

(注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 260百万円

１年超 311百万円

計 571百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 228百万円

１年超 226百万円

計 455百万円

(注) 同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 273百万円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 297百万円

減価償却費相当額 297百万円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

第101期(平成15年２月28日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

第102期(平成16年２月29日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
貸借対照表 

計上額(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

関連会社株式 239 285 46

計 239 285 46
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(税効果会計関係) 

 

第101期 
(平成15年２月28日) 

第102期 
(平成16年２月29日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

退職給付引当金損金 
算入限度超過額 

575百万円

役員退職給与引当金 360百万円

未払事業税 498百万円

貸倒引当金 547百万円

子会社株式・出資金評価損 356百万円

債務保証損失引当金 74百万円

会員権評価損 295百万円

投資有価証券評価損 477百万円

賞与引当金損金 
算入限度超過額 

68百万円

投資損失引当金 198百万円

その他有価証券評価差額金 279百万円

その他 75百万円

繰延税金資産小計 3,807百万円

繰延税金資産の純額 3,807百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

退職給付引当金損金 
算入限度超過額 

683百万円

役員退職給与引当金 381百万円

未払事業税 352百万円

貸倒引当金 328百万円

子会社株式・出資金評価損 482百万円

債務保証損失引当金 70百万円

会員権評価損 293百万円

投資有価証券評価損 510百万円

賞与引当金損金 
算入限度超過額 

175百万円

投資損失引当金 374百万円

その他 120百万円

繰延税金資産合計 3,773百万円

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △729百万円

繰延税金負債合計 △729百万円

差引:繰延税金資産の純額 3,043百万円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％

(調整) 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.7％

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△0.1％

住民税均等割額 0.1％

その他 △1.4％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

42.0％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.7％

(調整) 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.2％

住民税均等割額 0.1％

事業税率変更に伴う影響額 0.6％

試験研究費特別税額控除 △5.3％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

38.1％

 
３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が公布され、平成16年４月１日以後開始

する会計年度より適用されることにより、当社にお

いては平成17年３月１日以後開始する会計年度以降

に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産

等の計算に使用する法定実効税率が変更されます。

この変更により、当期末における一時差異等を基礎

として再計算した場合、当会計年度の損益に与える

影響額は軽微です。なお、実際の影響額は、翌期末

における一時差異等を基礎として計算されます。 

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が公布されたことに伴い、当期の繰延税

金資産等の計算（平成17年３月１日以後開始する事

業年度以降に解消が見込まれるものに限る）に使用

した法定実効税率は、前期の41.7％から40.4％に変

更されています。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金

額を控除した金額)が100百万円、再評価に係る繰延

税金負債が61百万円それぞれ減少し、当事業年度に

計上された法人税等調整額が100百万円、土地再評

価差額金が61百万円及びその他有価証券評価差額金

が23百万円それぞれ増加しています。 
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(１株当たり情報) 

 

第101期 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１株当たり純資産額 651.41円
 

１株当たり純資産額 762.94円
 

１株当たり当期純利益 99.69円
 

１株当たり当期純利益 117.59円
 

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載していません。 

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載していません。 
当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基
準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25
日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。
なお、これによる影響は軽微です。 

 
（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

当期純利益（百万円） ― 10,722 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―   40 

(うち利益処分による役員賞与金 
            （百万円)) 

―   (40) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 10,682 

普通株式の期中平均株式数(千株) ― 90,850 

 

(重要な後発事象) 

 

第101期 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

──── 

 

 

 

 

 

１ 当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16

年４月26日に厚生労働大臣から将来分の支給義務免

除の認可を受けています。 

  なお、厚生年金基金の代行部分に関し、当期末現在

における退職給付債務は1,987百万円、未認識数理

計算上の差異は310百万円であり、平成16年３月31

日現在において測定された返還相当額(最低責任準

備金)は1,180百万円です。実際に「退職給付会計に

関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号)第44-２項を適用した場

合に生じる損益の額は、過去分返上の認可を受けた

時点及び代行部分を返還した時点で算定されること

になります。 
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第101期 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

第102期 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

 ２ 当社は、エスエス製薬株式会社との間において、同

社の医療用医薬品事業を平成17年４月１日付けで同

社の完全子会社である株式会社バイオメディクスに

分割移転し同日において当社が株式会社バイオメデ

ィクスの発行済株式の100％をエスエス製薬株式会

社から取得することで合意し、平成16年５月21日に

株式売買契約を締結しました。 

  (1)目的 

当社は医療用医薬品事業において「モーラス」

「モーラステープ」の外用鎮痛消炎貼付剤を中

心に成長を続けています。エスエス製薬株式会

社の医療用医薬品事業は、当社の得意分野であ

る外用剤の商品群を有しており、当社の販売力

を活用し成長することが期待できます。また、

研究開発においても研究開発パイプラインを強

化することができます。 

   (2)株式取得の相手会社の名称 

エスエス製薬株式会社 

   (3)買収する会社の名称及び規模 

名  称：バイオメディクス株式会社 

事業内容：医療用医薬品の製造・販売 

規  模：売上高 10,616百万円 

     従業員 約300名 

(エスエス製薬株式会社の平成16年３月期におけ

る医療用医薬品事業部門の実績) 

   (4)株式取得の時期 

平成17年４月１日 

   (5)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分

比率 

取得株式数：30万株 

取得価額：第三者による事業評価を参考に両社

協議の上決定した金額を基準とし、

株式譲渡日における移転資産の時価

等により調整を行なった金額 

取得後の持分比率：100％ 

   (6)支払資金の調達 

自己資金及び銀行借入を予定 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

NOVEN PHARMACEUTICALS INC 1,000,000 2,561 

住友不動産㈱ 601,000 638 

エーザイ㈱ 139,405 413 

三菱ウェルファーマ㈱ 345,112 413 

㈱佐賀銀行 967,723 382 

㈱福岡銀行 711,763 314 

㈱UFJホールディングス 522 255 

養命酒製造㈱ 279,000 228 

㈱大木 272,425 163 

㈱西日本銀行 641,133 144 

㈱クラヤ三星堂 100,000 138 

㈱三菱東京フィナンシャル・グル
ープ 

150 126 

㈱筑邦銀行 253,564 125 

㈱福岡シティ銀行 827,239 124 

KV Pharmaceutical Co. 40,000 124 

㈱アトル 74,000 95 

その他60銘柄 1,131,423 770 

計 7,384,459 7,020 
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【債券】 

 

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)   

満期保有目的の債券   

３年５回割引国庫債券 100 99 

３年８回割引国庫債券 350 349 

計 450 449 
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【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額(百万円)

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末残高
(百万円) 

有形固定資産   

 建物 19,863 357 145 20,075 10,324 939 9,750

 構築物 2,033 64 35 2,063 1,334 90 728

 機械及び装置 16,718 1,277 492 17,502 12,962 1,393 4,540

 車輌及び運搬具 179 0 6 173 155 6 17

 工具・器具 
 及び備品 

9,194 679 400 9,473 5,654 541 3,819

 土地 10,954 ― ― 10,954 ― ― 10,954

 建設仮勘定 2,090 2,252 2,594 1,749 ― ― 1,749

有形固定資産計 61,035 4,632 3,675 61,992 30,431 2,972 31,560

無形固定資産   

 ソフトウェア 780 13 ― 793 461 136 332

 電話加入権その他 10 1 ― 11 1 0 9

無形固定資産計 791 14 ― 805 463 136 341

長期前払費用 397 269 22 644 353 45 291

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

建物 カリフォルニア研究所建物 134百万円

機械及び装置 カリフォルニア研究所プラント機器 207百万円

  〃 鳥栖工場製造設備 180百万円

  〃 宇都宮工場製造設備 765百万円

工具・器具及び備品 ホストコンピュータ更新 167百万円

    〃 広告塔改修 211百万円

建設仮勘定 鳥栖工場製造設備 630百万円

  〃 宇都宮工場製造設備 525百万円

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。 

機械及び装置 鳥栖工場製造設備更新による除却 301百万円

  〃 宇都宮工場製造設備更新による除却 181百万円

工具・器具及び備品 製剤研究所研究機器改廃による除却 178百万円

    〃 広告塔改廃による除却 202百万円

３ 有形固定資産の減価償却費の内訳は、次のとおりです。 

製造原価 1,679百万円

販売費及び一般管理費 334百万円

研究開発費 958百万円

計 2,972百万円
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金  (百万円) 8,473 ― ― 8,473

普通株式    (注)１ (株) (95,164,895) (―) (―) (95,164,895)

普通株式 (百万円) 8,473 ― ― 8,473

計 (株) (95,164,895) (―) (―) (95,164,895)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 8,473 ― ― 8,473

資本準備金     

株式払込剰余金 (百万円) 2,118 ― ― 2,118

その他資本剰余金  

資本準備金減少差益 (百万円) 6,123 ― ― 6,123

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

計 (百万円) 8,241 ― ― 8,241

利益準備金    (百万円) ― ― ― ―

任意積立金   (注)２  

別途積立金 (百万円) 34,470 8,800 ― 43,270

利益準備金及び 
任意積立金 

計 (百万円) 34,470 8,800 ― 43,270

(注) １ 当期末における自己株式は4,389,426株です。 

２ 任意積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものです。 
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【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 1,358 634 ― 1,160 832

投資損失引当金 475 450 ― ― 925

返品調整引当金 198 275 ― 198 275

賞与引当金 479 484 479 ― 484

債務保証損失引当金 178 ― ― 10 168

役員退職給与引当金 863 238 158 ― 943

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。 

２ 債務保証損失引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、被保証者に対する当社の実質負担額が減少

したことによる取崩しです。 

３ 返品調整引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、洗替に基づく戻入です。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

a 資産 

(イ)現金及び預金 

 

種類 金額(百万円) 

現金 27

当座預金 73

普通預金 15,005

別段預金 3

郵便貯金 0

外貨預金 189

預金計 15,271

計 15,299

 

(ロ)受取手形 

(a) 相手先別内訳 

 

相手先 金額(百万円) 

中北薬品㈱ 978

祐徳薬品工業㈱ 423

福神㈱ 312

丹平中田㈱ 238

㈱よんやく 236

その他(㈱恒和薬品他) 2,070

計 4,260

 

(b) 期日別内訳 

 

期日 受取手形(百万円) 割引手形(百万円) 計(百万円) 

平成16年２月満期 1,123 ― 1,123

     ３月 〃 930 21 952

     ４月 〃 997 9 1,007

     ５月 〃  1,166 13 1,180

     ６月以降満期 43 ― 43

計 4,260 45 4,306
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(ハ)売掛金 

(a) 相手先別内訳 
 

相手先 金額(百万円) 

㈱クラヤ三星堂 5,854

㈱コバショウ 1,242

シーエス薬品㈱ 1,220

東邦薬品㈱ 1,100

㈱スズケン 832

その他(㈱アズウェル他) 7,758

計 18,007

 

(b) 発生及び回収状況ならびに滞留状況 
 

(Ａ) 
期首売掛金残高 

(百万円) 

(Ｂ) 
当期発生高 
(百万円) 

(Ｃ) 
当期回収高 
(百万円) 

(Ｄ) 
期末売掛金残高

(百万円) 

(Ｅ) 
滞留期間(月) 

(Ｆ) 
回収率(％) 

14,181 77,141 73,314 18,007 2.50 80.3

{(Ａ)＋(Ｄ)}/２ (Ｃ) 
(注) 滞留期間(Ｅ)＝ 

(Ｂ)/12 
回収率＝

(Ａ)＋(Ｂ)
×100 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。 

 

(ニ)たな卸資産 
 

項目 
鎮痛消炎用薬
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

商品 306 507 813 

製品 1,777 607 2,385 

原材料 497 80 578 

仕掛品 194 55 249 

貯蔵品 216 390 606 

計 2,992 1,641 4,633 

 
 

(注) １ 原材料の内訳

原料 467百万円

包装材料 103百万円

要加工商品 7百万円

   ２ 貯蔵品の内訳

宣伝用品 340百万円

梱包材料 19百万円

消耗品 74百万円

研究材料 171百万円
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ｂ 負債 

(イ)支払手形 

(a) 相手先別内訳 
 

相手先 金額(百万円) 

カネボウ合繊㈱ 590

宝商㈱ 375

クラレトレーディング㈱ 272

ラクール薬品販売㈱ 193

㈱スペイスエイジ 189

その他(㈱タイキ他) 1,534

計 3,157

(注) 「設備関係支払手形」122百万円が含まれています。 

 

(b) 期日別内訳 

 

期日 金額(百万円) 

平成16年２月満期 415

     ３月 〃 838

     ４月 〃 703

     ５月 〃 594

     ６月 〃  591

     ７月 〃  12

計 3,157

(注) 「設備関係支払手形」122百万円が含まれています。 

 

(ロ)買掛金 
 

相手先 金額(百万円) 

凸版印刷㈱ 928

日本バイリーン㈱ 358

ハマリ産業㈱ 145

科研製薬㈱ 126

荒川化学工業㈱ 110

その他(岡山大鵬薬品㈱他) 1,845

計 3,514
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(ハ)未払金 
 

項目 金額(百万円) 

売上割戻高(代理店に対するリベート額) 1,412

広告・販売促進費 837

設備購入 713

未払消費税等 635

その他 1,949

計 5,549
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(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

株主名簿閉鎖の期間 ― 

基準日 ２月末日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券 
但し、100株券未満の株式については、その株数を表示した株券を発行することがで
きる。 

中間配当基準日 ― 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
UFJ信託銀行株式会社 
 本店・支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
UFJ信託銀行株式会社 
 本店・支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 

 

 



ファイル名:150_0707300101605.doc 更新日時:2004/05/28 18:56 印刷日時:04/05/28 19:33 

― 87 ― 

第７ 【提出会社の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。 

 

 
(1) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年２月１日
至 平成15年２月28日

 
 
平成15年３月14日 
関東財務局長に提出。 

 
(2) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年３月１日
至 平成15年３月31日

 
 
平成15年４月14日 
関東財務局長に提出。 

 
(3) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年４月１日
至 平成15年４月30日

 
 
平成15年５月12日 
関東財務局長に提出。 

 
(4) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第101期) 

自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日

 
平成15年５月29日 
関東財務局長に提出。 

 
(5) 
 

 
訂正発行登録書 
 

 
平成14年９月24日提出の発行登録書に係る
訂正発行登録書です。 

 
 
平成15年５月29日 
関東財務局長に提出。 

 
(6) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年５月１日
至 平成15年５月22日

 
 
平成15年６月９日 
関東財務局長に提出。 

 
(7) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年５月22日
至 平成15年５月31日

 
 
平成15年６月９日 
関東財務局長に提出。 

 
(8) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年６月１日
至 平成15年６月30日

 
 
平成15年７月10日 
関東財務局長に提出。 

 
(9) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年７月１日
至 平成15年７月31日

 
 
平成15年８月12日 
関東財務局長に提出。 

 
(10) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年８月１日
至 平成15年８月31日

 
 
平成15年９月11日 
関東財務局長に提出。 

 
(11) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年９月１日
至 平成15年９月30日

 
 
平成15年10月14日 
関東財務局長に提出。 

 
(12) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年10月１日
至 平成15年10月31日

 
 
平成15年11月12日 
関東財務局長に提出。 

 
(13) 
 

 
半期報告書 
 

(第102期中) 
 
自 平成15年３月１日
至 平成15年８月31日

 
 
平成15年11月25日 
関東財務局長に提出。 

 
(14) 
 

 
訂正発行登録書 
 

 
平成14年９月24日提出の発行登録書に係る
訂正発行登録書です。 

 
 
平成15年11月26日 
関東財務局長に提出。 

 
(15) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年11月１日
至 平成15年11月30日

 
 
平成15年12月11日 
関東財務局長に提出。 

 
(16) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成15年12月１日
至 平成15年12月31日

 
 
平成16年１月13日 
関東財務局長に提出。 

 
(17) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成16年１月１日
至 平成16年１月31日

 
 
平成16年２月12日 
関東財務局長に提出。 

 
(18) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成16年２月１日
至 平成16年２月29日

 
 
平成16年３月11日 
関東財務局長に提出。 

 
(19) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成16年３月１日
至 平成16年３月31日

 
 
平成16年４月13日 
関東財務局長に提出。 

 
(20) 
 

 
自己株券買付状況 
報告書 

 
 
自 平成16年４月１日
至 平成16年４月30日

 
 
平成16年５月12日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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監 査 報 告 書

 

平成15年５月23日 

久光製薬株式会社 

代表取締役社長 中 冨 博 隆 殿 

朝日監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  山  下  英  孝  ㊞ 

   

代表社員
関与社員

 公認会計士  山  元  太  志  ㊞ 

   

関与社員  公認会計士  櫻  木     仁  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている久光製薬株式会社の平成14年３月１日から平成15年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施す

べき監査手続を実施した。 

監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されてお

り、また、連結財務諸表の表示方法は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和

51年大蔵省令第28号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が久光製薬株式会社及び連結子会社の平成15年２月28日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 
 
 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成16年５月27日 

久光製薬株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  山  元  太  志  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  青  木  幸  光  ㊞ 

 

関与社員  公認会計士  櫻  木     仁  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている久光製薬株式会社の平成15年３月１日から平成16年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、久光製薬株式会社及び連結子会社の平成16年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

 

追記情報 
 １ 重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16

年４月26日に厚生労働大臣から将来分の支給義務免除の認可を受けた。 
 ２ 重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は、エスエス製薬株式会社との間において、同

社の医療用医薬品事業を平成17年４月１日付けで同社の完全子会社である株式会社バイオメディ
クスに分割移転し同日において会社が株式会社バイオメディクスの発行済株式の100％をエスエス
製薬株式会社から取得することで合意し、平成16年５月21日に株式売買契約を締結した。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

 
 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 
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監 査 報 告 書

 

平成15年５月23日 

久光製薬株式会社 

代表取締役社長 中 冨 博 隆 殿 

朝日監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  山  下  英  孝  ㊞ 

   

代表社員
関与社員

 公認会計士  山  元  太  志  ㊞ 

   

関与社員  公認会計士  櫻  木     仁  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている久光製薬株式会社の平成14年３月１日から平成15年２月28日までの第101期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施す

べき監査手続を実施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示

方法は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)の定めると

ころに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表が久光製薬株式会社の平成15年２月28日現在の財政状態及び

同日をもって終了する事業年度の経営成績を適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 (注) 会社は、当事業年度から追加情報に記載のとおり、自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

を早期適用したため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 

以 上 
 
 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成16年５月27日 

久光製薬株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  山  元  太  志  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  青  木  幸  光  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  櫻  木     仁  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている久光製薬株式会社の平成15年３月１日から平成16年２月29日までの第102期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、久光製薬株式会社の平成16年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 
 １ 重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成16

年４月26日に厚生労働大臣から将来分の支給義務免除の認可を受けた。 
 ２ 重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は、エスエス製薬株式会社との間において、同

社の医療用医薬品事業を平成17年４月１日付けで同社の完全子会社である株式会社バイオメディ
クスに分割移転し同日において会社が株式会社バイオメディクスの発行済株式の100％をエスエス
製薬株式会社から取得することで合意し、平成16年５月21日に株式売買契約を締結した。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

 
 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 
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